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第1章 序論
1.1 研究の背景
水は，地球上に循環しながら存在する最も重要な資源であり，人類を含めた多様な生物
の命を育むとともに，食料生産に必要不可欠なものである．国土交通省（2014）によると
2011 年における我が国の水使用量は約 809 億 m3/年であり，その内訳は生活用水が約 152
億 m3/年，工業用水が約 113 億 m3/年，農業用水が約 544 億 m3/年で，水使用量全体の約 2/3
を農業用水が占めている．農業水利施設は農業用水を取水施設から受益地まで供給する役
割を担い，食料生産に不可欠な用排水の管理はもとより流域環境保全などの公益的機能も
有し，国民の共通資産として極めて重要な社会資本ストックを形成している．
農業水利施設のひとつであるパイプラインは貴重な水資源の効率的使用，水利用形態の
高度化，維持管理の省力化，建設用地の節約などの社会的要請に応えており，今後増大す
る農業水利ストックの更新・保全管理においても開水路の更新等で重要な役割を担うもの
と考えられる．我が国における農業用パイプラインは，昭和 30 年前後から小規模な畑地灌
漑の末端施設として導入され，昭和 40 年代からは配水系・送水系の幹線として本格的に採
用されるようになった．現在では直径 3,000 mm を超えるような大規模パイプラインが整
備されるケースもあり，その布設延長は基幹的な施設だけでも約 12,000 kmに達する．農
林水産省（2008）が公表した「農業水利施設の機能保全の手引き―パイプライン編―の策
定について」の中で示された農業水利施設の供用超過年数と延長の関係を Fig. 1-1 に，突
発事故件数の増加状況を Fig. 1-2 に示す．これらをみると，今後，標準的な耐用年数（40
年）を迎えるパイプラインが急激に増加することや施設全体の突発事故件数は増加傾向に
あり，パイプラインの事故がその半数以上を占めていることがわかる．
ところで，農林水産省（2009）の土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計 「パ
イプライン」（以下，設計基準「パイプライン」という）では，使用する管種として①コン
クリート管（RC，PC），②ダクタイル鉄管（DCIP），③鋼管（SP），④硬質ポリ塩化ビニル
管（PVC），⑤ポリエチレン管（PE），⑥強化プラスチック複合管（FRPM）の 6 種類が規
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定されている．Fig. 1-3 に農業用水と上水道におけるパイプラインの管種別延長比率を示す．
農業用パイプラインは，上水道管路と比べて使用される管種が多岐にわたる．上水道では
ダクタイル鉄管と硬質ポリ塩化ビニル管で全体の約 90％を占めるが，農業用水では上水道
管路としては基本的に採用しない強化プラスチック複合管やコンクリート管が全体の
20％程度使用されている．一般的に，農業用パイプラインは上水道管路と比べて口径が大
きく，内圧がほとんど作用しない低圧管路から 3.0 MPa を越えるような高圧管路があるな
ど設計水圧の範囲が広く，さらに非灌漑期には管内が空虚となるケースがあるなど，パイ
プラインの使用条件としては上水道より厳しい場合がある．
Fig. 1-1 農業水利施設の供用経過年数と延長（国営造成施設）
Elapsed years and length of irrigation facilities 
Fig. 1-2 突発事故件数の増加状況（基幹水利施設）
The increase situation in sudden damages 
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 農業用パイプラインにおける採用管種の決定は，Marston-Spangler の研究成果に基づく
設計基準「パイプライン」に示された構造設計手法により，埋設条件を満足する管種から
初期の建設コストが最も安価になるものを選定することが一般的である．前述したように
農業用パイプラインではコンクリート系，鉄系，樹脂系といった特性の異なる材質の管材
が適用されるが，農林水産省（2009）の「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数」
には，管路の標準耐用年数として 20 から 40 年と記載されているだけで，管種毎の耐用年
数の差異は明確にされていない．しかし，実際には供用期間の比較的早い時期に事故が多
発する管種があるなど，初期の建設コストが安価であっても，かえって高価なものになっ
てしまう場合も散見される．現在，農林水産省が推進しているリスク管理を行いつつ施設
の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図るストックマネジメントを確立していくた
めには，成功事例だけではなく不具合事例も積極的に公表し，情報共有を図ることが重要
と考えられ，それらも踏まえたより合理的な管種選定手法の確立が望まれるところである．
 さらに，施設の老朽化は突発的な漏水事故の発生や流下能力の低下を招くだけではなく，
近年頻発する大規模地震や気候変動に伴う自然災害に対するリスクの増大にも影響を及ぼ
すものと考えられる．パイプラインの地震時被害は地震波の波動伝播に起因するものと液
状化などの地盤変状に起因するものに分類でき，前者は被害が比較的広範囲に及ぶものの
被害率としては低く，後者は局所的に高い被害率を示すことが多い．パイプラインの耐震
設計の基本となる考え方は応答変位法であり，地震動により生じる地盤ひずみが所定の伝
達率で管路に作用すると考えて変位や応力を求めるものである．応答変位法では，通常，
Fig. 1-3 管種別延長比率（農業用水と上水道）
The ratio of laying length for each type of pipe 
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管路の直線部を対象としており，曲管部や構造物周辺などでの予測は十分ではなく，地盤
を弾性体と仮定しているため液状化などの地盤変状がパイプラインに及ぼす影響は予測で
きない．このため，設計基準「パイプライン」では応答変位法などの確立された耐震計算
に基づく対策と，計算により定量的な対策が得られないものの過去の被災事例などから有
効と考えられる対策（＝地震応答対策）の両面から設計・施工することを基本としている．
この地震応答対策では，「埋戻し土」，「現地盤」，「管路」に対して行う対策がそれぞれ例示
されており，管路に対して行う対策のひとつとして，伸縮可とう性が大きく，離脱防止機
構を有する鎖構造継手（Fig. 1-4）の使用が記載されている．つまり，過去の被災事例から
パイプラインの弱点とされる屈曲部，構造物周辺および土質・地盤の変化点などには鎖構
造継手の使用等を対策として検討すべきであるということである．しかしながら，その対
策を施す条件や範囲に関する具体的な検討方法までは示されておらず，現状では設計実務
への展開は難しい．したがって，実際に被害が多く発生する屈曲部などに的を絞り，未解
明な部分が多く残されている液状化地盤に埋設されたパイプラインの挙動を解明すること，
さらに弱点箇所を強化するための設計手法を確立することは，より安全なパイプラインの
構築や減災を目指すうえで重要な技術的課題であると考えられる．
Fig. 1-4 鎖構造管路の挙動
Behavior of the earthquake resistant joint 
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1.2 既往の研究
パイプラインを対象とした研究分野は多岐にわたる．ここでは，本研究と関連の深い，
パイプラインの被害分析に関する調査研究，埋設管の水平抵抗力に関する研究ならびに地
震時の管路挙動に関する研究について，既往の研究内容を概観する．
1.2.1 パイプラインの被害分析に関する調査研究
 パイプラインの被害分析に関する既往の研究について，平常時に発生する漏水事故を対
象とした事例と，地震時に発生する被害を対象とした事例に分けて以下に示す．
（1）平常時
上水道分野では，平常時に発生する事故について管種毎に整理した調査研究が存在する．
例えば，川北（1986）は東京都区部の管路を対象とし，事故件数の季節変動に着目した研
究を行っている．また，細井ら（1988）は徳島市の管路を対象に破損事故の実態を調査し，
事故率と口径，埋設年数，道路幅員などの関係を分析している．これらの研究では，事故
発生頻度の指標となる延長 1 kmあたりにおける 1 年あたりの事故率（件/km/年）がそれぞ
れ管種毎に算出されている．それらを抜粋して Table 1-1 に示す．いずれの調査においても
管種により事故率には差異が認められ，ダクタイル鉄管の平常時事故率は他管種と比べて
著しく小さいことが報告されている．
一方，農業用水分野における平常時の事故分析に関する調査研究としては次のようなも
のがあげられる．土田ら（2010）は水資源機構が管理するパイプライン（強化プラスチッ
ク複合管）について，これまでに発生した破損事故の分析と，埋設後 11 から 12 年経過し
た堀上管ならびに施工当時に入手した備蓄管に対して強度試験を実施している．この結果，
Table 1-1 平常時の管種別事故率（上水道）
Damage rates for each type of pipe (Waterworks) 
(件/km/年)
文献名 鋳鉄管 ダクタイル鉄管 鋼管 石綿管
硬質ポリ塩
化ビニル管 計
川北（1986） 0.2142 0.0051 0.2387 0.2928 － 0.0959
細井ら（1988） 0.227- 0.015- 0.059- 0.234- 0.505 0.195-
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備蓄管は所定の内外圧強度を満足するものの，堀上管のほとんどはそれを満たさないこと
が確認されており，供用とともに管の強度が低下する可能性を示唆している．また，馬場
ら（2005）は愛知県で圃場末端パイプラインとして使用されている硬質ポリ塩化ビニル管
の漏水事故実態を調査し，地表地質条件の違いが事故率に大きく影響していることや道路
下よりも耕地下の事故率が高いことなどを示している．田中（2013）は沖縄県の土地改良
区が管理する硬質ポリ塩化ビニル管の破損事故歴を調査し，破裂事故管を採取して破断面
を詳細に観察し，水撃圧による疲労破壊から脆性破壊に至った可能性を報告している．こ
のように農業用水分野では事故が比較的多く発生すると思われる個別管種の事故要因分析
に関する研究が多く，管種毎の事故発生頻度の相違などについて言及した調査研究は見当
たらない．
（2）地震時
 上水道分野では，近年，大規模地震が発生した際には厚生労働省や日本水道協会が調査
団を派遣し，その調査結果は報告書として公表される．最大震度 7 を記録した 1995 年兵庫
県南部地震，2004 年新潟県中越地震および 2011 年東北地方太平洋沖地震について，日本
水道協会（1996，2012）および厚生労働省（2005）の調査報告書から管種別被害率と被害
形態を抜粋して Table 1-2， Table 1-3 に示す．特筆すべき事項は，各地震における被害率
の値そのものには差異が認められるものの，管種毎の被害率を相対比較すると一定の傾向
が見受けられること，管種毎の被害形態は概ね同じ傾向であること，いずれの地震におい
ても耐震継手ダクタイル鉄管（鎖構造継手）には被害が生じていないことである．
Table 1-2 地震時の管種別被害率（上水道）
Seismic damage rates for each type of pipe (Waterworks)
地震名 鋳鉄管
ダクタイル
鉄管
（耐震）
ダクタイル
鉄管
（その他）
鋼管
（溶接）
鋼管
（その他）
硬質ポリ
塩化
ビニル管
その他 全管種
1.508 (0.000) 0.488 0.473 5.484 1.430 1.120 0.758
611 (0.000) 915 14 6 331 156 2033
405.1 (0.270) 1874.0 29.57 1.094 231.5 139.2 2680
－ (0.000) 0.122 － 0.900 0.676 1.111 0.304
－ (0.000) 123 － 113 174 20 430
－ (2.545) 1012 － 125.6 257.4 18 1413
1.044 0.000 0.062 0.060 0.758 0.169 0.120 0.091
153 0 767 23 50 674 93 1760
146.6 1780.0 12289.5 385.1 66.0 3978.8 777.8 19424
注1）ダクタイル鉄管（耐震）はダクタイル鉄管（その他）の内数である．また，その他は石綿管と管種不明の合計値である．
注2）ダクタイル鉄管（耐震）はダクタイル鉄管（その他）の内数である．ダクタイル鉄管と鋳鉄管，鋼管（溶接）と鋼管（その他）
　　　　は区別されていないため，それぞれダクタイル鉄管（その他），鋼管（その他）の欄に記載した．また，その他は石綿管と管種不明の合計値である．
兵庫県南部地震1)
新潟県中越地震2)
東北地方太平洋沖地震
下段：管路延長（km）
中段：被害件数（件）
上段：被害率（件/km）
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 一方，農業用水分野では，平常時と同様に地震時の管種別被害率を定量的に示した研究
事例は見当たらないが，地震による農業用パイプラインの被害状況を分析した調査研究は
数多く存在する．日本農業土木総合研究所（1983）は，1983 年日本海中部地震での管路被
害を詳細に調査分析し，コンクリート構造物とこれに接続する管路の相対変位が大きく，
特に屈曲部においてそれが著しいことを指摘している．毛利（1985）は同地震におけるパ
イプラインの被災状況を詳述しており，その中で約 53°の屈曲を有するスラストブロック
が背面側に約 40 cm 移動したことを報告している．また，毛利ら（1994a，1994b）および
Mohri et al.（1995）は 1993 年北海道南西沖地震の管路被害状況から，屈曲部や分岐部に設
置されるスラストブロックが継手構造管路の構造上の弱点となることを指摘しており，埋
戻し土だけではなく周辺地盤も液状化した可能性がある状況下で，約 55°の屈曲を有する
スラストブロックが背面側に 60～80 cm 移動したことを報告している．さらに，毛利ら
（2012）および有吉ら（2012）は，2011 年東北地方太平洋沖地震により甚大な被害を受け
た大口径パイプラインを調査し，過去の研究成果から地震時のウィークポイントとされて
きた曲管などの異形管部や構造物周辺に被害が生じただけではなく，基礎材料の液状化に
より直線部においても大規模な不陸，許容値を超える抜け出し，空気弁工などの構造物の
浮上など被害が発生したことを報告している．
Table 1-3 地震時の主な管種別被害形態（上水道）
Major seismic damage modes for each type of pipe (Waterworks) 
兵庫県南部地震 新潟県中越地震 東北地方太平洋沖地震
耐震継手 被害なし 被害なし 被害なし
その他 継手の抜け 継手の抜け 継手の抜け
鋳鉄管 印籠継手 継手の緩み・抜け管体破損
継手の緩み・抜け
管体破損
継手の抜け
管体破損
溶接継手 溶接部の破損 被害なし 腐食部の漏水可撓管の抜け
その他 管体破損継手の抜け・破損
管体破損
継手の抜け・破損
管体破損
継手の抜け
RR継手 （報告なく，詳細は未確認） 管体破損継手の抜け・破損
その他 管体破損継手の抜け・破損
管体破損
継手の抜け
管種 継手分類
主な被害形態
ダクタイル鉄管
鋼管
硬質ポリ塩化ビニル管 管体破損継手の抜け・破損
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1.2.2 埋設管の水平抵抗力に関する研究
パイプラインの屈曲部では内圧によるスラスト力が常時作用し，地盤から抵抗力を受け
る．パイプラインの変位と抵抗荷重に関する既往の研究について，非液状化地盤を対象と
した事例と，液状化地盤を対象とした事例に分けて以下に示す．
（1）非液状化地盤
Audibert et al.（1977）は乾燥砂中でパイプを水平方向に移動させる実験を行い，変位と
荷重の関係は双曲線の関係で表現できることを明らかにしている．Trautmann et al.（1985a，
1985b）も乾燥砂中でパイプを水平方向，鉛直方向に移動させ，管路の変位と荷重の関係を
求めている．また，地盤の相対密度，埋設深さ，管径などを変化させ，その影響度合いに
ついても検討している．その結果，水平変位と荷重の関係をバイリニアモデルで予測する
方法を提案している．Yimsiri et al.（2004）は，有限要素法を用いて水平方向および鉛直方
向に移動する管と地盤の相互作用について研究している．
Kawabata et al.（2002）は水平荷重を受ける地中構造物の断面形状に着目し，円形断面の
水平抵抗力は矩形断面の 65％程度になることなどを明らかにしている．また，河端ら（2003, 
2004）や澤田ら（2005, 2006）は，管の移動を抑制することを目的として，砕石とジオグ
リッドを用いた軽量スラスト防護工法を考案し，乾燥砂地盤内で水平牽引する模型実験や
数値解析からその有効性と抵抗メカニズムを明らかにしている．
（2）液状化地盤
安田ら（1987）および規矩ら（1989a，1989b）はボイリングおよび加振により地盤を液
状化させ，その中で埋設管に作用する管軸方向および管軸直角方向の地盤拘束力の低減割
合を実験的に検証している．その結果，液状化地盤では飽和地盤と比べて限界せん断力や
地盤反力係数が 1/10 程度以下になることを明らかにしている．また，ボイリング実験では
振動実験と比べて間隙水圧分布が不均一になるために低減割合が小さくなる傾向があるこ
とを確認している．鈴木ら（1993）は側方流動を想定し，埋設管に作用する液状化地盤の
抵抗特性に及ぼす移動速度の影響をボイリング実験により検討している．その結果，管軸
直角方向の抵抗力は管の移動速度の増大に伴って増加し，速度が 7 cm/s 以上ではほぼ上限
値に漸近する傾向を示すことを確認している．東畑（1998）は液状化地盤が側方流動する
際に埋設管に及ぼす力に着目した振動実験を実施している．実験結果から完全に液状化し
た状態では，砂に速度依存性が見られたことから，液状化地盤を粘性流体と仮定して粘性
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係数の評価を行っている．佐藤ら（2000）は，埋設管に作用する水平抵抗力の特性を把握
するために振動実験を実施し，液状化地盤中の埋設管に作用する水平抵抗力は管の移動速
度に依存して増大すること，液状化地盤の粘性係数は極めて大きな値であり，バラツキも
大きいことを実験的に確認している．また，管の移動を抑制することを目的とした対策工
法の研究について，毛利ら（2000）は埋設管に一定荷重を負荷した状態で加振することに
より地盤を液状化させ，管の移動を抑制することを目的とした砕石とジオグリッドを組み
合わせた対策工法の有効性を確認している．
以上のように，埋設管の水平抵抗力に関する研究事例は多いが，真直な 1 本の管（円筒）
を用いて実施されたものがほとんどであり，曲管部を含む継手構造管路での検証などに関
しては十分に解明されていない．
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1.2.3 地震時の管路挙動に関する研究
 地震時の管路挙動に関する研究について，実管路の地震時挙動を観測した事例と，模型
振動実験により再現した事例に分けて以下に示す．
（1）実管路の地震時挙動
 小軽米ら（1977, 1978, 1979, 1984）は，口径 1,000 mm から 1,500 mm の耐震継手ダクタ
イル鉄管の地震時挙動を観測している．この一連の研究では，1978 年宮城県沖地震での挙
動も捉えており，これらの観測結果から管路と地盤は同一に挙動し，管路挙動は地盤の動
きに支配されていること，地盤ひずみにより管路に作用する力のほとんどが継手の伸縮に
よって解放され，管体ひずみは僅かしか発生しないことなどが明らかにされている．川島
ら（1991）は，口径 150 mm の鋼管，口径 150 mm および 300 mm のダクタイル鉄管の屈曲
部を含む管路で地震時挙動を観測している．その結果，直線部では曲げひずみより軸方向
ひずみが卓越することや屈曲部では曲げひずみの影響を無視できないことが確認され，さ
らに埋設管路の耐震設計上重要な地盤ばね定数について地震観測記録に基づき検討を加え
ている．
また，地震後に管路調査を行い，管路挙動を分析した事例としては次のものがあげられ
る．三浦（1996）は 1995 年兵庫県南部地震の後，管内カメラを用いて液状化が発生した人
工島に埋設された耐震継手ダクタイル鉄管の継手胴付間隔を計測し，航空測量により求め
た管軸方向地盤ひずみと管路挙動の関係を分析している．その結果，耐震継手ダクタイル
鉄管がその離脱防止機能を発揮して 1.7％の地盤ひずみに追従したことを確認している．
藤田ら（2007）は継手の伸縮余裕を評価することを目的として，1983 年日本海中部地震お
よび 2000 年鳥取県西部地震の被災記録から地震動による継手伸縮の変化量を調査してい
る．その結果，地震前後の継手伸縮の変化量は，直線部と比べて異形管や構造物周辺で大
きいことが明らかにされている．
（2）模型振動実験
 実管路での地震時挙動の観測は実験規模が大きくなり，計測期間も長期間にわたるため，
模型振動実験により地震時の管路挙動を再現する場合が多い．これらの研究事例のうち，
液状化地盤を対象とした研究事例としては次のようなものがあげられる．高田ら（1990）
は，せん断土槽内の飽和地盤中に鋼製管路を埋設し，加振により液状化させた後，クレー
ンで管路を引き上げ，その際の抵抗力と変位量の関係を求め，液状化により地盤沈下を生
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じたときの埋設管路の設計式を提案している．小川ら（1997）は大型せん断土槽を使用し，
液状化により地盤沈下を生じたときの構造物との取り合い部における耐震継手ダクタイル
鉄管の挙動を検証している．その結果，耐震継手ダクタイル鉄管は地盤沈下に追従し，液
状化対策として有効であることを確認している．また，毛利ら（2001）は剛土槽を使用し，
管軸方向に沿う側方流動を発生させたときの耐震継手ダクタイル鉄管の挙動を検証し，そ
の有効性を確認している．しかしながら，上述した研究事例はいずれも直線状に配置した
管路を対象としたものであり，屈曲を有する管路での検証は行われていない．一方，河端
ら（2011）は曲管部に着目した振動実験を行い，従来のコンクリートスラストブロック工
法と比べて砕石とジオグリッドを組み合わせた軽量スラスト防護工法は周辺地盤が液状化
した場合でも水平移動量が小さいことを確認しているが，曲管周辺の直管継手の挙動まで
は検証されていない．このように，液状化地盤に埋設された管路の挙動は十分に明確化さ
れておらず，特に弱点となりやすい曲管部周辺の管路挙動は複雑なため，未解明な部分が
残されている．
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1.3 研究の目的
農業用パイプラインは老朽化が進行しており，更新等の対策が必要な時期を迎えつつあ
る．パイプラインの老朽化は突発的な漏水事故の発生や流下能力の低下を招くだけではな
く，近年頻発する大規模地震や気候変動に伴う自然災害に対するリスクの増大も伴う．そ
のため，今後の管路構築もしくは布設替えにあたっては，平常時ならびに地震時にも不具
合発生の可能性が少ないものを用いるべきであり，それが施設の長寿命化やライフサイク
ルコストの低減に結びつくものと考えられる．
また，これまでの研究から地震時には屈曲部や構造物周辺がパイプラインの構造上の弱
点になること，さらに液状化が発生すると被害が急増することが明らかにされている．し
かしながら，液状化地盤におけるパイプラインの挙動は複雑なため，現段階では明確にさ
れていない．
そこで，本研究では，より合理的な管種選定手法を確立していくための基礎データを蓄
積すること，ならびに液状化地盤に埋設された管路の挙動を把握することを目的として，
パイプラインの被害分析を行う．また，液状化地盤においてパイプライン屈曲部を対象と
した模型実験および数値解析を実施することで屈曲部周辺を含む管路挙動の把握を試み，
設計への展開について論述する．
本研究の目的は，以下の 3 点にまとめられる．
（1） より合理的な管種選定手法の確立に向けて必要と考えられる平常時の管種別事故
率に関するデータを収集し，分析を行う．また，東北地方太平洋沖地震により液状
化被害が発生した管路の情報を収集し，管路挙動の傾向を把握する．
（2） 事故が多発する液状化地盤に着目し，弱点となる屈曲部を有する継手構造管路の挙
動メカニズムを解明する．また，管の水平抵抗力と液状化程度の関係，管基礎や管
路構造が管路挙動に与える影響などを検証する．
（3） 数値解析により実験で得られた管路挙動の再現性を検証する．さらに，実験結果と
解析結果を踏まえ，減災を目指すことを目的として実管路で適用可能な設計手法を
提案する．
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1.4 本論文の構成
 本論文は，以下に示す 7 章から構成される．
 第 1 章は序論であり，研究の背景と目的，既往の研究について述べた．
 第 2 章では，これまで農業用水分野では，あまり議論されなかった平常時の管種別事故
率に関する調査結果を示す．また，2011 年東北地方太平洋沖地震において，地盤液状化に
より甚大な被害が発生した幹線管路の挙動に関する分析結果を示す．
 第 3 章では，液状化地盤中で 1 本の真直な管を用いて水平載荷した実験結果を示す．本
実験から，設計や解析に必要な基礎データを収集するとともに，埋設管の水平抵抗力と液
状化程度の関係などを明らかにする．
 第 4 章では，曲管を含む継手構造管路を対象として，液状化地盤中で曲管部に水平載荷
した実験結果を示す．本実験から，曲管部周辺の管路挙動のメカニズムを明らかにし，さ
らに数値解析によりその挙動の再現性を検証する．
 第 5 章では，呼び径 150 のダクタイル鉄管を用いた振動実験の結果を示す．本実験から，
管基礎や管路構造の違いが管路挙動に与える影響を把握する．
 第 6 章では，第 3 章から第 5 章までの結果を踏まえ，設計実務にも展開可能な液状化地
盤における管路屈曲部の設計手法を提案する．
 第 7 章では，研究成果を要約して結論とする．
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第2章 パイプラインの被害分析
2.1 概説
土地改良事業により造成された農業水利施設は，国民への安定的な食料供給基盤を支え
る重要な社会資本ストックを形成している．農業水利施設の相当数は戦後の食料増産や高
度経済成長の時代に急速に整備が進められてきたため，近年では標準的な耐用年数を経過
した施設割合が増加傾向にあり，老朽化の進行とともにこれらの施設の適切な更新や機能
保全が大きな課題となっている．農業水利施設の老朽化は施設の破損や漏水等の突発事故
として顕在化するが，室本（2011）によれば突発事故の約 70％はパイプラインが占めてお
り，その割合は年々高まっていることが示されている．
上水道分野では川北（1986）や細井ら（1988）が配水管の事故実態調査結果をもとに各
種分析を行い，平常時に発生する管種毎の事故率などを算出している．一方，農業用パイ
プラインの事故実態を調査した研究としては，例えば，馬場ら（2005）や田中（2013）が
小口径の硬質ポリ塩化ビニル管を主体とした圃場末端パイプラインの漏水事故実態を，土
田ら（2010）が強化プラスチック複合管の破損事故実態を調査した事例があげられるが事
故原因の究明などが中心で，平常時に発生する管種毎の事故発生頻度などを定量的に分析
した研究事例は見当たらない．
 一方，地震時の管路被害について，地盤に液状化が発生すると被害率が大きくなること
が過去の地震被害から明らかとなっている．厚生労働省（2014）によれば，2011 年に発生
した東北地方太平洋沖地震における水道管路の被害率は液状化地区では非液状化地区の約
11 倍に達したことが報告されている．東北地方太平洋沖地震では農業用パイプラインでも
甚大な被害が発生している．毛利ら（2012）や有吉ら（2012）は当該地震において被害を
受けた国営隈戸川地区の幹線管路を詳細に調査し，従来からパイプラインの地震時のウィ
ークポイントとされてきた曲管などの異形管部や構造物周辺に被害を生じただけではなく，
基礎材料の液状化により直線部においても大規模な不陸，許容値を超える抜け出し，空気
弁工などの構造物の浮上など大きな被害が発生したことを報告している．
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本章では，農業用パイプラインにおける平常時に発生する管種毎の事故発生頻度の相違
に関する基礎データを収集することに主眼をおき，同一地区で長期間供用された幹線系パ
イプラインを対象として事故実態の調査を実施し，その状況の把握を試みた．また，未解
明な部分が多い液状化地盤中の管路挙動を把握し，その設計手法を検討するための基礎デ
ータを得ることを目的として，東北地方太平洋沖地震で液状化被害を受けた国営隈戸川地
区の幹線用水路の被災の傾向や管路移動量などについて分析を行った．
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2.2 平常時の被害分析―滋賀県琵琶湖周辺での事例―
2.2.1 調査概要
（1）調査対象
平常時の管路事故実態調査は，滋賀県琵琶湖周辺の 18 の土地改良区を対象に実施した．
Fig. 2-1 に土地改良区の位置を示す．図中 A～R の 18 の土地改良区はいずれも琵琶湖また
はその付近の水源から揚水し，パイプラインで河川上流方向へポンプ圧送して圃場へ配水
する「逆水灌漑」と呼ばれる灌漑方式を採用している．今回の調査では，このポンプ圧送
している幹線系パイプラインを調査対象とした．
対象とした幹線系パイプラインの管種別布設延長比率を Fig. 2-2 に，管種別口径別布設
延長を Fig. 2-3 に示す．総延長は約 316.5 kmで，管種はダクタイル鉄管（DCIP），強化プ
ラスチック複合管（FRPM），プレストレストコンクリート管（PC），鋼管（SP），石綿管（ACP），
硬質ポリ塩化ビニル管（PVC）の 6 種類で構成されている．布設延長比率ではダクタイル
鉄管が約 38%と最も多く，続いて強化プラスチック複合管が約 19%，プレストレストコン
クリート管が約 13%となっている．また，近年使用されない石綿管が約 10%残存している．
これらの幹線系パイプラインのほとんどが琵琶湖総合開発の一環として整備され，建設後
30 年程度経過しているものが多い．また，琵琶湖周辺の三角州や後背湿地等の軟弱な地盤
に布設されているものが大半で，埋設深は口径により差があるものの 1.0～2.0 m程度がほ
Fig. 2-1 土地改良区の位置
Location of the land improvement districts
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とんどである．供用時の最大水圧は 0.2 MPa 程度が標準的で，最も高圧の場合でも 0.6 MPa
程度である．したがって，埋設ならびに水運用の条件は，調査対象全域で類似している．
口径は 450 mm以下が約 25%と少なく，500 mm以上が約 75%を占める．
Fig. 2-2 管種別布設延長比率
The ratio of laying length for each type of pipe
38.3%
19.4%
13.4%
10.5%
9.8%
8.6%
DCIP
FRPM
PC
SP
ACP
PVC
総延長
316.5km
※各略称の対応管種は本文中に記載
Fig. 2-3 管種別口径別布設延長
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（2）調査方法
調査は，実際に施設管理に携わっている土地改良区職員へのヒアリングと，管理図面や
漏水事故に関する資料から管種毎の布設延長，布設年，事故件数，事故発生年などを確認
することにより実施した．なお，調査実施時期は平成 25 年 6 月から 10 月までの約 5 ヵ月
間である．
事故発生頻度の指標である延長 1 kmあたりにおける 1 年あたりの事故率（件/km/年）の
算出にあたっては，路線毎に経過年数が異なることを考慮して次式によることとした．
(2.1)
ここで，α：事故率（件/km/年），Xi：路線 i の事故件数（件），Li：路線 i の延長（km），
Yi：路線 i の経過年数（年），n：路線数である．事故件数はヒアリングと各種資料から，
施工段階で発生する不具合等を除き，平成 25 年現在までのすべての漏水事故を抽出した．
なお，農業用パイプラインは施工開始から供用開始までに数年から 10 年程度の期間を要す
る場合があるため，ここでの経過年数は路線毎に施工完了時点から現在までの年数とした．
また，一部の管路では事故発生に伴って補修工事を実施したり，計画的に更新工事を実施
済みもしくは実施中のものが存在する．この場合，補修・更新された範囲の従来管はその
時点で消失し，新たに補修・更新した管路は集計に含めていない．
2.2.2 調査結果
（1）幹線系パイプラインの事故実態
調査対象とした幹線系パイプラインの事故発生状況を Table 2-1および Table 2-2に示す．
11 の土地改良区ではこれまでに 1 件以上の事故が発生しているが，7 の土地改良区では 1
度も事故が発生していない．
管種別にみると，強化プラスチック複合管では 19 件（事故率 0.010 件/km/年）の事故が
発生しており，プレストレストコンクリート管（事故件数 19 件，事故率 0.011 件/km/年）
や石綿管（事故件数 7 件，事故率 0.006 件/km/年）と比べて同程度の頻度となっている．
一方，最も布設延長が長いダクタイル鉄管の事故は皆無で，鋼管も事故は報告されていな
い．ただし，Table 2-2 の備考に示したように他管種路線中に部分的に使用された鋼製およ
 




 n
i
ii
n
i
i
YL
X
1
1
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び鋳鉄製異形管（曲管や分岐管）にお
いて，腐食漏水事故が確認されている．
したがって，今後，鋼管やダクタイル
鉄管のパイプラインにおいても腐食漏
水発生の可能性は否定できないものと
考えられる．
土地改良区別にみると，B，C，O で
はプレストレストコンクリート管の布
設延長が最も長く，事故もこの管種で
のみ発生している．最も歴史が古い B
では 8 件の事故が発生しているが，こ
れらのうち 5 件は最上流部にある揚水
機場近辺の僅か 250 m程度の範囲に集
中している．事故が集中している路線
は昭和 36 年から建設されたものであ
るが，昭和 53 年および 55 年に継手漏
水が発生したことを受け，昭和 50 年代
後半に類似事故の予防保全を目的として，当該路線のプレストレストコンクリート管全継
手（約 2.5 km×2 条）に内面バンドが施工されている．しかし，平成 7 年には管体破損に
よる漏水事故が発生し，現在ではダクタイル鉄管および強化プラスチック複合管によるパ
イプ・イン・パイプ工法により更新工事が進められているところである．更新工事は平成
26 年度完了を目標に計画的に進められているが，残念ながら平成 25 年 8 月および 9 月に
未更新部分において管体破損による漏水事故 2 件が発生している．
D，E，H では石綿管の布設延長が最も長い．D では石綿管のパイプラインに使用されて
いる鋼製および鋳鉄製異形管の腐食に起因する漏水事故が合計 4 件発生しているが，残り
の 3 件はいずれも道路下に埋設された石綿管での漏水事故である．一方，E では石綿管の
事故は発生していない．これは，E では建設当初から石綿管の布設は圃場下のみに限定し，
道路下はダクタイル鉄管を使用していることが影響しているものと推察される．なお，H
では交通量の少ない農道下にも一部，石綿管を使用しているが，現在までのところ事故は
報告されていない．
Table 2-1 幹線系パイプラインの事故発生状況
Actual situation about the damages on the trunk lines in each 
district 
最大常
用水圧
(km) （件）(件/km/年) (MPa)
A 6.7 0 0.000 23 0.20 75 ～ 800
B 22.8 8 0.008 53 0.20 600 ～ 1650
C 20.7 6 0.007 48 0.20 300 ～ 1500
D 10.6 8 0.021 39 0.20 250 ～ 900
E 11.1 0 0.000 46 0.20 200 ～ 1100
F 26.7 8 0.012 32 0.48 300 ～ 2000
G 39.3 1 0.001 37 0.62 700 ～ 1800
H 18.6 1 0.002 45 0.20 100 ～ 1350
I 30.3 0 0.000 30 0.35 250 ～ 1800
J 26.0 0 0.000 26 0.35 300 ～ 1350
K 14.0 0 0.000 37 0.60 450 ～ 1500
L 23.7 0 0.000 32 0.59 500 ～ 1800
M 16.8 0 0.000 32 0.40 400 ～ 1500
N 14.5 8 0.021 30 0.25 200 ～ 1350
O 2.1 5 0.095 37 0.20
P 4.2 2 0.015 34 0.18 300 ～ 800
Q 9.4 1 0.004 36 0.20 500 ～ 1100
R 19.0 2 0.003 39 0.20 75 ～ 1200
全地区 316.5 50 0.005 － － 75 ～ 2000
800
（参考）
口径
(mm)
土地
改良
区名
幹線系パ
イプライ
ンの延長
事故
件数 建設開始
～現在ま
での年数
事故率
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F，N，P，R では強化プラスチック複合管で複数回の事故が発生している．F では強化
プラスチック複合管で 8 件の事故があり，このうち 5 件は同一路線で発生している．当該
パイプラインは比較的水圧が高く，さらにパイプライン上の道路は県道の抜け道となって
おり，大型車両の交通量も非常に多い．軟弱地盤に埋設されていることに加えて，上述し
たような内外圧荷重が繰返し作用したことにより事故に至った可能性が推察される．一方，
Nでは 3件の事故が数十 mの範囲で集中して発生しているが，水圧は 0.2 MPa程度と低く，
また大型車両による荷重が繰返し負荷されるような道路下でもなく，破損原因は不明であ
る．
（2）事故の形態
強化プラスチック複合管，プレストレストコンクリート管および石綿管の事故の形態を
それぞれ Fig. 2-4 に示す．なお，今回の調査データで 5 件あった硬質ポリ塩化ビニル管の
事故はすべて継手漏水であった．
Table 2-2 管種別事故率
Damage rate for each type of pipe in each district 
事故
件数 延長 事故率
事故
件数 延長 事故率
事故
件数 延長 事故率
事故
件数 延長 事故率
事故
件数 延長 事故率
事故
件数 延長 事故率
（件） (km) （件/km/年）（件） (km) （件/km/年）（件） (km) （件/km/年）（件） (km) （件/km/年）（件） (km) （件/km/年）（件） (km) （件/km/年）
A 0 1.94 0.000 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.58 0.000 0 4.13 0.000
B 0 1.02 0.000 0 0.00 - 8 21.79 0.008 0 0.03 0.000 0 0.00 - 0 0.00 -
C 0 1.63 0.000 0 0.94 0.000 6 17.80 0.009 0 0.32 0.000 0 0.00 - 0 0.00 -
D 0 0.12 0.000 1 2.64 0.011 0 0.38 0.000 0 0.05 0.000 7 7.43 0.026 0 0.00 -
E 0 0.95 0.000 0 1.05 0.000 0 0.00 - 0 0.00 - 0 9.13 0.000 0 0.00 -
F 0 14.60 0.000 8 10.54 0.028 0 0.00 - 0 0.13 0.000 0 0.00 - 0 1.47 0.000
G 0 4.30 0.000 1 2.85 0.011 0 0.00 - 0 32.18 0.000 0 0.00 - 0 0.00 -
H 0 0.07 0.000 1 6.23 0.005 0 0.00 - 0 0.00 - 0 11.95 0.000 0 0.35 0.000
I 0 22.30 0.000 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.03 0.000 0 0.00 - 0 7.92 0.000
J 0 26.02 0.000 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 -
K 0 1.42 0.000 0 9.80 0.000 0 0.39 0.000 0 0.00 - 0 1.78 0.000 0 0.63 0.000
L 0 18.30 0.000 0 5.39 0.000 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 -
M 0 12.75 0.000 0 4.03 0.000 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 -
N 0 5.94 0.000 3 3.28 0.033 0 0.00 - 0 0.00 - 0 0.00 - 5 5.32 0.041
O 0 0.00 - 0 0.00 - 5 2.08 0.096 0 0.02 0.000 0 0.00 - 0 0.00 -
P 0 0.84 0.000 2 1.52 0.040 0 0.00 - 0 0.10 0.000 0 0.00 - 0 1.70 0.000
Q 0 0.00 - 1 9.22 0.004 0 0.00 - 0 0.15 0.000 0 0.00 - 0 0.00 -
R 0 9.10 0.000 2 4.03 0.016 0 0.00 - 0 0.17 0.000 0 0.00 - 0 5.70 0.000
全地区 0 121.32 0.000 19 61.52 0.010 19 42.43 0.011 0 33.19 0.000 7 30.86 0.006 5 27.22 0.007
備考1）土地改良区CのPC事故件数6件のうち,2件はPC管路中に用いられた鋼製異形管の腐食によるものである．
備考2）土地改良区DのACP事故件数7件のうち,3件はACP管路中に用いられた鋼製異形管の腐食,1件は鋳鉄製異形管の腐食によるものである．
土地
改良
区名
DCIP FRPM PC ACP PVCSP
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強化プラスチック複合管とプレストレストコンクリート管を比べると，管体破損と継手
漏水の比率は概ね同程度の結果となっている．しかしながら，プレストレストコンクリー
ト管の場合，前述したように漏水事故の予防保全を目的として継手部に内面バンドを設置
しているケースが多い．このことを考慮すると，プレストレストコンクリート管は強化プ
ラスチック複合管と比べて長期的な継手水密性能に不安があると考えられる．また，例え
ば伊藤（2009）が述べているようにプレストレストコンクリート管の管体破損は最外面の
カバーコートモルタルが浸食され，内部の PC 鋼線が発錆し，内外圧に耐えられなくなっ
て破裂に至るというメカニズムが概ね明らかになっている．
一方，強化プラスチック複合管の破損原因は異物接触などの施工時の不備によるものや
過載荷重などの埋設環境の変化によるもの等が報告されているが，原因不明のケースも存
在し，破損に至る機構の解明は今後の課題と考えられる．
（3）口径と事故率の関係
各管種において，口径別に整理し
た事故率を Fig. 2-5 に示す．今回の
調査データでは，強化プラスチック
複合管の口径 1,200 mm，2,000 mm，
プレストレストコンクリート管の口
径 800 mm および石綿管の口径 350 
mm，400 mm で相対的に高い事故率
を示している．しかし，例えば特定
の管種における事故率は小口径の方
が大きい傾向を示す等の一定の傾向
Fig. 2-4 管種別事故形態
Damage modes for each type of pipe 
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Fig. 2-5 口径別の事故率
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を得るには至らなかった．
（4）経過年数と累積事故発生確率の関係
今回の調査で比較的多くの事故が確認された強化プラスチック複合管とプレストレス
トコンクリート管について，経過年数と事故件数を Table 2-3 に示す．また，経過年数と累
積事故発生確率の関係を Fig. 2-6 に示す．ここで，累積事故発生確率（件 /km）は各管種の
累積事故件数をその総延長で除して算出した．
強化プラスチック複合管では経過年数 11 年目に最初の事故が発生している．経過年数
17 年目の前後でグラフの傾きが変化しており，これは概ね 20 年程度経過した強化プラス
チック複合管の事故発生確率が高くなることを示唆するものと考えられる．現状では経過
年数 33 年目の事故が最後であるが，今後の動向を注視していく必要がある．
プレストレストコンクリート管では経過年数 7 年目で最初の事故が発生している．経過
年数 10～20 年程度の傾きは比較的大きいが，経過年数 20～30 年程度の傾きは緩やかにな
っている．この理由は，前述した予防保全策や更新工事を実施しているためであると推察
される．
Table 2-3 経過年数と事故件数
The passed years and the number of damages 
経過年数 事故件数 経過年数 事故件数
11 1 7 1
14 1 12 1
17 1 13 2
19 3 17 3
20 1 18 1
21 2 19 1
22 2 21 1
23 2 26 1
24 1 34 1
25 1 35 2
27 1 36 1
28 1 40 2
32 1 52 2
33 1
合計 19 合計 19
FRPM PC
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（5）事故発生確率の推計
農林水産省（2009）の農業水利施設の機能保全の手引き「パイプライン」に示された方
法に準じて，強化プラスチック複合管およびプレストレストコンクリート管の事故発生確
率の推計を行った．その結果を Fig. 2-7 および Fig. 2-8 に示す．
 直線近似した場合，標準的な耐用年数である 40 年で，強化プラスチック複合管では約
0.020 件/km，プレストレストコンクリート管では約 0.009 件/km の事故発生確率と推計で
きる．しかしながら，いずれの場合も決定係数 R2 の値が小さく，経過年数と事故発生確率
の相関が低いことを示す結果となった．経過年数に伴って事故発生確率が高くなることは
直感的には容易に推察されるところではあるが，ここでは補修工事等によりその傾向が消
失している可能性が考えられる．ただし，Fig. 2-6 で示した累積事故発生確率については経
過年数との相関は高い．決定係数の算定結果を Fig. 2-9 および Fig. 2-10 に示す．
Fig. 2-6 経過年数と累積事故発生確率
Cumulative accident rates through passed years from the beginning of use 
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Fig. 2-7 事故発生確率の推計（FRPM）
Estimation of damage probability (FRPM)
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Fig. 2-8 事故発生確率の推計（PC）
Estimation of damage probability (PC) 
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Fig. 2-9 累積事故発生確率の推計（FRPM）
Estimation of accumulation damage probability (FRPM) 
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Fig. 2-10 累積事故発生確率の推計（PC）
Estimation of accumulation damage probability (PC) 
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2.3 地震時の被害分析―国営隈戸川地区での事例―
2.3.1 調査概要
東北地方太平洋沖地震により大きな被害を受けた国営隈戸川地区を対象として，地震時
の管路被害分析を行った．当該地区は Fig. 2-11 に示すように福島県南部に位置し，須賀川
市外 1 市 2 町 3 村にまたがる水田約 3,300 ha の県下有数の農業地帯である．幹線用水路は，
平成 6 ～21 年度に大部分が強化プラスチック複合管（FRPMφ1350～φ2600）で改修され
た後，平成 23 年の東北地方太平洋沖地震により被災した．被災の直後，復旧計画を立案す
るため，平面測量，管内測量，管内調査等が実施され，それらの調査結果を利用して①被
災箇所・形態・原因，②地形・表層地質・地下水位・基盤層，③継手間隔・移動量をそれ
ぞれ整理して管路挙動を把握した．なお，この幹線用水路は液状化により被災しているた
め，分析結果は液状化対策を施すべき範囲の目安として利用できるものと考えられる．
Fig. 2-11 国営隈戸川地区の位置
Location of national Kumadogawa district 
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2.3.2 調査結果
（1）被災箇所・形態・原因
全被災件数は 103 箇所で，その半数以上の 53 箇所は構造物及び異形管周辺で発生して
おり，これまでの被災事例と同様に地盤が液状化した場合でも構造物や屈曲部などの異形
管周辺に被害が集中することが示唆された．構造物・異形管別の被災件数を Fig. 2-12（左）
に示す．約半数にあたる 25 件（スラストブロック有：10 件，無：15 件）は屈曲部での被
災であった．
被災形態は管体のたわみや破損は少なく，構造物周辺や屈曲部の管体が移動することに
より生じる継手の抜け出しが大半であった．被災原因を Fig. 2-12（右）に示す．不同沈下
が最も多く，次いで管路の水平変位や浮上が多かった．地盤液状化による地盤剛性の低下
等により，このような被害が生じたものと推察される．
（2）表層地質・地下水位・基盤層
防災科学技術研究所の地震ハザードステーション（J-SHIS）による表層地盤分類 250 ｍ
メッシュデータと，幹線用水路の位置を重ね合わせて Fig. 2-13 に示す．幹線用水路の上流
側では管路始点の日和田頭首工付近などの一部が谷底低地に相当するが，その他は丘陵地
に相当する地盤に布設されている．管路被害が多く発生した幹線用水路の下流側では，大
部分がローム台地に布設されており，表層地盤の液状化危険度は総じて低く，管路被害と
表層地盤の傾向は合致していない．ただし，幹線用水路の上流側（山間地）の地下水位は
比較的低いものの，下流側（平野部）は地下水位が高く，盛土層に続いて粘性土層，砂質
Fig. 2-12 被災状況の内訳
The details of the damaged situation
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※原因が複数あると判断した場合
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土層，砂礫層の互層で構成され，全体的に軟弱な地盤である．
Fig. 2-14 は路線上 62 地点のボーリングデータより，N 値>50 の基盤層が確認された位置
（●），削孔深さが浅く基盤層が確認できない位置（▽），管路に大きな被災が生じた位置
（☆最も大きく水平移動した箇所，◆継手離脱箇所）を示している．これから，大きな被
災はいずれも基盤層の深い箇所で生じていることがわかる．
以上より，路線の下流側では，地下水位が全体的に高いこと，基盤層が深く地震時の応
答振幅が増大したことが影響し，被災が集中したものと推察される．
Fig. 2-13 表層地盤分類と幹線用水路
The classification of subsurface ground and main irrigation pipeline
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Fig. 2-14 基盤層の深さと被災箇所
The relationship between the depth of foundation layer and damaged points
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（3）継手間隔・移動量
継手間隔および移動量は Fig. 2-15 に示す構造物からの離隔本数で整理した．屈曲や分岐
等の全ての異形管周辺の水平移動量を Fig. 2-16 に示す．10 本目までにほぼ 0.4m に収束し
ているが，異形管に近いと大きな移動量が生じる場合があることがわかる．また，全体に
0.2m 程度のずれが生じている．
スラストブロック周辺のみを抽出し，その水平移動量を Fig. 2-17 に示す．最大の移動量
は IP.55 付近で発生しており，上流側の 1 本目がスラスト力の作用方向に約 0.71m 移動し
ている．最大の移動量は下流側の 6 本目で，反対方向に 0.78m が発生しているが，IP.55 の
約 90m 下流にある片落管の継手離脱の影響を受けた可能性がある．
全ての異形管部について
最大継手間隔を Fig. 2-18 に示
す．異形管に近いほど抜け出
し量が大きく，5 本以内では
農林水産省（2015）の土木工
事施工管理基準で定められた
規格値を超えるものも多いが，
12 本以降はすべて規格値未
満となっている．
Fig. 2-16 異形管などの構造物からの離隔本数と管の水平移動量の関係
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Fig. 2-15 異形管などの構造物からの離隔本数
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Fig. 2-17 スラストブロック周辺の管路水平移動量
The amount of horizontal displacement of pipeline around the thrust block
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Fig. 2-18 異形管からの離隔本数と継手抜け出し量
Relation between joint number away from structure and expansion amount of joint
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2.4 第 2 章のまとめ
 本章では，パイプラインの平常時に発生する事故実態を調査し，事故発生頻度について
管種，口径，経過年数の観点から整理分析を行った．また，液状化地盤に埋設された管路
の設計手法を検討するための基礎データを収集するために，地震時の屈曲部周辺の管路移
動量などについて分析を行った．本調査から，以下のことが明らかになった．
2.4.1 平常時
（1）今回の調査範囲では，ダクタイル鉄管や鋼管の事故は発生しておらず，これらの管種
は相対的に事故発生頻度が低い．一方，本調査の終了時点で強化プラスチック複合管
の事故発生頻度は，プレストレストコンクリート管と同等で，石綿管と比べてやや大
きい．
（2）口径による事故の起こり易さは，強化プラスチック複合管の口径 1,200 mm などが高
い事故率を示したが，本調査地区内では一定の傾向を得るには至らなかった．
（3）経過年数による事故の起こり易さは，20 年程度以上経過している強化プラスチック
複合管の事故率が比較的高い傾向を示した．
以上のように，平常時に発生する管種毎の事故発生頻度には差異が認められた．現在，
管種選定は設計基準「パイプライン」に基づいて検討を行い，設計条件を満足するものの
なかから，初期の建設コストが最も安価となるものを採用しているが，今後の管種選定に
あたっては初期の建設コストだけではなく，平常時に発生する漏水事故に対する費用等も
加味していくべきであると考えられる．ただし，本調査で示したデータは地区が限定され
たものであり，より合理的な管種選定を実現していくための第一段階の調査および分析に
留まっている．今後，他地区でも同様の事故実態調査を実施するなどデータ数を増加させ
ていくことで，管種毎の事故発生頻度に関する信頼性を向上させていく必要がある．
2.4.2 地震時
（1）被災件数の半数以上が異形管などの構造物周辺で発生しており，液状化を生じた場合
でも構造物や屈曲部などの異形管周辺に被害が集中する傾向が認められた．
（2）表層地盤分類による耐震上の危険度と管路被害には相関が認められなかったが，継手
離脱箇所や管路に大きな変位が生じている箇所は，地下水位が比較的高く，地震時の
応答振幅が増大する基盤層が深い場所で発生していることが確認できた．
（3）管路の水平移動量および継手間隔ともに，異形管などの構造物に近いほど大きな値と
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なる傾向が認められた．管路の水平移動量の最大値は 0.78 m であり，継手間隔は農
林水産省が定めた規格値を越えるものは異形管などの構造物からの離隔本数が 5 本
以内で多い傾向が認められた．
東北地方太平沖地震で被災した管路の移動量や継手抜け出し量の実績は，液状化地盤に
おけるパイプラインの対策範囲の検討の目安となる．したがって，東北地方太平洋沖地震
と同等規模の地震を想定して設計する場合には，屈曲部で少なくとも 80 cm 程度の変位を
許容できる構造とすることが望ましいと考えられる．
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第3章 埋設管の水平抵抗力と液状化程度の関係
3.1 概説
パイプラインの地震時被害は地震波の波動伝播によるものと液状化などの地盤変状に
よるものに分類でき，前者は被害が比較的広範囲に及ぶものの被害率としては低く，後者
は局所的に高い被害率を示す．この傾向は 1995 年兵庫県南部地震や 2011 年東北地方太平
洋沖地震でも確認されている．日本水道協会（1996）の調査によると兵庫県南部地震にお
ける水道管路の被害率は液状化地区では非液状化地区の 2 から 3 倍であり，厚生労働省
（2014）の調査によると東北地方太平洋沖地震における水道管路の被害率は非液状化地区
では 0.138 箇所/km であるのに対し，液状化地区では 1.471 箇所/km と約 11 倍に達するこ
とが報告されている．東北地方太平洋沖地震では農業用パイプラインも液状化により大き
な被害を受けている．有吉ら（2012）は当地震において特に大きな被害が発生した国営隈
戸川地区のパイプライン（口径 1,350 mm から 2,600 mm）を地表面および管内面から調査
し，曲管などの異形管部や構造物周辺に被害が生じただけではなく，基礎材料の液状化に
より直線部においても大規模な不陸，許容値を超える抜け出し，空気弁工などの構造物の
浮上など大きな被害が発生したことを報告している．
このように液状化が発生するとパイプラインの地震時被害は甚大となるが，液状化地盤
に埋設されたパイプラインの挙動は未解明な現象が多く，その耐震設計手法を体系的に確
立するには至っていない．また，農業用パイプラインなどの圧力管路の曲管部にはスラス
ト力が常時作用し，曲管の安定性を確保するために，その背面の受働土圧などを抵抗力と
して構造設計するが，地盤が液状化し，その抵抗力が減少することまでは想定していない．
農林水産省（2009）の設計基準「パイプライン」では，応答変位法や地盤の液状化判定
などにより検討を行った後，過去の被災事例などから有効と考えられる地震応答対策の検
討を行うことを基本としている．しかし，この地震応答対策では砕石埋戻しや鎖構造継手
管路の使用などの対策例が示されているものの，適用条件や範囲などについての具体的な
検討方法は示されていない．
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本章では設計基準で示された地震応答対策の適用範囲を明確化していくための基礎デ
ータを収集することを目的として，液状化地盤内で模型管の水平載荷実験を実施し，その
力学的挙動を検討した．
3.2 実験概要
3.2.1 実験装置
実験装置の概要を Fig. 3-1 に示す．実験装置は土槽，水槽，模型管および牽引装置から
構成されている．一般的に液状化地盤を再現する場合，振動台を用いた加振実験を実施す
ることが多い．しかし，本研究では地盤内に上向き浸透流を発生させ，過剰間隙水圧を増
加させることで液状化の程度をコントロールした．すなわち，水槽水位の上昇により土槽
との水頭差を増加させて地盤内の有効土圧を減少させる方法を用いて，液状化地盤を模擬
することとした．これは，液状化に至る過程も含めて地盤の状態を一定に保持し，管およ
び地盤の力学挙動を観察するためである．なお，水槽水位は各段階で少なくとも 10 分間保
持した後，模型管の移動がないことを確認して定常的に上昇させた．また，水位上昇速度
は 30 mm/min 程度とした．
土槽は高さ 500 mm，長さ 600 mm，奥行き 200 mm で，土槽内には 4 点の土圧計（東京
測器研究所，PDA-200KPA）および 15 点の間隙水圧計（Honeywell，ABH015PGC1B）を土
槽奥行き方向の中央断面に設置した．また，土槽壁面に沿って発生する水みちの影響を抑
制するため土槽高さ 125 mm および 375 mm の内壁全周に張出し幅 20 mm の遮水板（PVC
製）を設置した．土槽前面は土槽内の状況が観察できるようにアクリル製とした．
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模型管は Fig. 3-2 に示すように断面形状が外径 50 mm の円形および 50 mm×50 mm の矩
形の 2 種類とし，長さはともに 200 mm のアルミニウム製とした．模型管の両側の管心位
置には土圧計（エス・エス・ケイ，P310V-05）および間隙水圧計（エス・エス・ケイ，P306AV-05）
を埋め込み，止水した．また，模型管は地盤の飽和単位体積重量と同等となるようにかさ
比重を調整し，両端面は摩擦低減と砂流入防止のため不織布で保護した．
模型地盤は Table 3-1 および Fig. 3-3 に示す 6･7 混合珪砂を使用し，水中落下法により相
対密度が 20 から 40％程度になるように作製した．
Fig. 3-1 実験装置の概要
Experimental equipment
Fig. 3-2 模型管
Test pipes 
矩形 
円形 
間隙水圧計 土圧計 
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Table 3-1 6･7 混合珪砂の物性値
Properties of sand 
土粒子の密度（g/cm3） 2.630
最小乾燥密度（g/cm3） 1.282
最大間隙比 1.051
最小間隙比 0.618
均等係数 1.553
Fig. 3-3 粒径加積曲線（6･7 混合珪砂）
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牽引装置は，Fig. 3-4 に示すように重錘と滑車を用いる場合と電動アクチュエータ
（FESTO，ESBF63）を用いる場合の 2 種類とした．
Fig. 3-4 牽引装置
Traction apparatus 
一定荷重負荷実験 
一定速度負荷実験 
電動アクチュエータ 
重錘＋滑車 
46 
3.2.2 実験方法
実験は模型管に一定荷重を負荷する場合と一定速度を負荷する場合の 2 通りで実施した．
なお，土槽壁面と模型管の摩擦は無視できる程度に小さいことを確認している．
（1）一定荷重負荷実験
模型管に重錘と滑車を用いて水平方向に一定荷重を負荷した状態で地盤内の動水勾配 i
（=H/L）を 0.0 から 1.2 まで変化させ，管の水平変位などを計測した．なお，設計基準に
準じて式（3.1）により算出した本実験における飽和地盤での管背面の受働土圧 Rh は円形
断面で約 23 N，矩形断面で約 35 N となる．
(3.1)
ここで，F：曲面の受働土圧の補正係数（=0.65），Kp：受働土圧係数，Bb：管背面の幅（m），
w：土の単位体積重量（kN/m3），w’：土の水中単位体積重量（kN/m3），H1：地表面から管
頂面までの深さ（m），H2：地表面から管底面までの深さ（m），H3：地表面から地下水面
までの深さ（m）である．以上のことを踏まえ，載荷荷重は 9.8，19.6，39.2 N の 3 ケース
とした．
（2）一定速度負荷実験
土槽内の動水勾配を一定（ i=0.0，0.5，1.0）に保持した状態で，電動アクチュエータを
用いて模型管を一定速度で水平方向に牽引し，管に作用する水平抵抗力などを計測した．
牽引距離は原則 25 mm とした．なお，既往の研究における管の牽引速度は，例えば安田ら
（1987）や規矩ら（1989）は 1 から 2 mm/s，鈴木ら（1993）は 4.3，37，88.4 mm/s，佐藤
ら（2000）は 10，20，30 mm/s と比較的大きな値で実施している．これは地震動による地
盤変位に伴う管の移動を考えているためと思われるが，本実験ではスラスト力に伴う移動
を対象としており，一定荷重負荷実験の結果から管の牽引速度は 0.1，0.5，1.0 mm/s の 3
ケースとした．
     3122122 221 HHHwwHHwBKFR bph  ’’
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3.3 実験結果と考察
3.3.1 限界動水勾配
土槽内の過剰間隙水圧の変化を一定荷重負荷実験 19.6 Nの場合を例として Fig. 3-5に示
す．過剰間隙水圧は土槽高さごとに設置した間隙水圧計の値を平均して，有効上載圧は土
の水中単位体積重量と土被りの積による計算によって求めた．過剰間隙水圧は動水勾配の
増加に伴い上昇し，i=1.0 で計算上の有効上載圧にほぼ達している．つまり，本装置を用い
て有効上載圧≒0 となる地盤条件を再現することが可能であることがわかる．また，i=1.0
以上に動水勾配を上昇させても過剰間隙水圧の増加は認められない．計算上の限界動水勾
配 icrを式（3.2）により算出すると 0.855 となるが，実験での砂粒子と壁面間の浸透は，砂
粒子間と比べて卓越する傾向にある．そのため，壁面近傍に生じる水みち等の影響を考慮
すると，土槽全体が完全液状化状態とみなせるのは Fig. 3-5 から i=1.0 まで上昇させた時点
であると判断できる．つまり，実験上の限界動水勾配は動水勾配 1.0 の時であると考えら
れ，本実験では動水勾配≒過剰間隙水圧比となる．
（3.2）
ここで，Gs：土粒子の密度（=2.630 g/cm3），e：間隙比（=0.907）である．
Fig. 3-5 過剰間隙水圧の変化（重錘 19.6 N）
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3.3.2 管の水平変位
一定荷重を負荷した状態で過剰間隙水圧比を変化させた時の管の水平変位を Fig. 3-6 お
よび Fig. 3-7 に示す．管の水平変位は断面形状に関わらず載荷荷重の大きいものの方がよ
り小さな過剰間隙水圧比で動き始める傾向が認められ，いずれの場合も完全液状化状態と
考えられる過剰間隙水圧比 1.0 前後で大きな変位量を生じている．
Fig. 3-6 管の水平変位（円形）
Horizontal displacement of pipe (circular section) 
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Fig. 3-7 管の水平変位（矩形）
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Fig. 3-8 実験状況（円形，重錘 19.6 N）
Experimental situation (circular section, weight: 19.6 N) 
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3.3.3 管の移動速度
重錘 39.2 N の場合の管の移動速度を Fig. 3-9 および Fig. 3-10 に示す．管の移動速度は，
断面形状に関わらず過剰間隙水圧比が 0.8 から 0.9 に変化する際に 0.4 mm/s 程度まで上昇
し，その後，一旦移動速度が低下している．さらに，過剰間隙水圧比が 1.0 から 1.1 に変
化する際に再び増加し，円形では一時的に 0.75 mm/s まで上昇している．過剰間隙水圧比
1.1 の状態で，円形では約 100 mm，矩形では約 50 mmの変位を生じており，その時の移動
速度はおよそ 0.1 から 0.4 mm/s 程度である．なお，Fig. 3-6 では過剰間隙水圧比 0.0 で管の
水平変位が約 5 mm 程度発生しているが，これは荷重負荷時に生じた初期変位であり，Fig. 
3-9 ではこの速度を除外した．
Fig. 3-9 管の移動速度（円形）
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Fig. 3-10 管の移動速度（矩形）
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3.3.4 管に作用する有効土圧
模型管が移動する際の管心位置に作用する有効土圧を Fig. 3-11および Fig. 3-12に示す．
なお，Fig. 3-11 は管が移動する際に地盤が圧縮される側の値を，Fig. 3-12 は反対側の値を
示し，ここでは Fig. 3-11 を受働側，Fig. 3-12 を主働側とよぶこととした．また，図中の濃
淡は過剰間隙水圧比の変化を示し，ゼロ点は飽和地盤作製直後とした．
Fig. 3-11 では過剰間隙水圧の上昇とともに管が移動し始め，水平変位が 20 mm程度で有
効土圧が 2.5 kPa に達した後，0 付近まで急減する．それ以降，一時的に土圧が上昇して変
位が拘束される現象も認められるが有効土圧がほとんど 0 の状態で変位が増加している．
この傾向は断面形状の違いに関わらず共通して認められる．一方，Fig. 3-12 では管の移動
直後に有効土圧が減少し，土圧の上昇は認められず，－0.5 kPa 程度でほぼ一定推移してい
る．これは初期の水平土圧が解放された後，土圧がほとんど作用しない状態で変位してい
るものと考えられる．
Fig. 3-11 管に作用する有効土圧（受働側）
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3.3.5 管の水平抵抗力
過剰間隙水圧比を 0.0，0.5，1.0 に保持した状態で，模型管を一定速度で牽引した場合の
管の水平抵抗力を Fig. 3-13 から Fig. 3-15 に示す．なお，同一条件で複数回実施したケース
は全てプロットしている．また，水平抵抗力は抵抗荷重を管の投影面積（0.05 m×0.2 m=0.01 
m2）で除した単位面積当たりの値（kN/m2）として評価した．管の水平抵抗力は過剰間隙
水圧比が大きいほど減少し，本実験では過剰間隙水圧比 u/σv’=1.0 で最小となっている．
牽引速度により多少異なるが，いずれの場合も矩形断面と比べて円形断面の方が小さな値
を示している．最大水平抵抗力の円形 /矩形の比率を平均値で評価すると，u/σv’=0.0 で
0.84，u/σv’=0.5 で 0.79，u/σv’=1.0 で 0.57 であった．
設計基準では飽和地盤までを想定し，Kawabata et al.（2002）の研究成果から矩形断面に
対する円形断面の補正係数として 0.65 を乗じて受働土圧を求めることとしている．このこ
とは，本実験の u/σv’=0.0 の結果からも妥当と考えられる．一方で，u/σv’が大きくなる
と円形/矩形の比率が小さくなっていく傾向，すなわち断面形状の影響が大きくなる傾向が
認められた．
Fig. 3-12 管に作用する有効土圧（主働側）
Effective earth pressure acting on pipe (active) 
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Fig. 3-13 管の水平抵抗力（u/σv’=0.0）
Horizontal resistance force of pipe (u/σ v’=0.0) 
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Fig. 3-14 管の水平抵抗力（u/σv’=0.5）
Horizontal resistance force of pipe (u/σ v’=0.5) 
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Fig. 3-15 管の水平抵抗力（u/σv’=1.0）
Horizontal resistance force of pipe (u/σ v’=1.0) 
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3.3.6 土槽内の間隙水圧の変化
Fig. 3-16 に a～j で示す位置の間隙水圧に着目し，液状化状態（u/σv’=1.0）で模型管を
150 mm 牽引した際の間隙水圧の変化を Fig. 3-17 および Fig. 3-18 に示す．なお，本実験は
Fig. 3-1 に示した実験よりも変位させるため模型管の初期位置を後方にし，管の移動速度は
1.0 mm/s とした．
管周辺地盤の間隙水圧は管の移動の影響を受けて変化し，管移動開始直後に管に近い側
から上昇し始め，その後，低下していく傾向が認められ，移動停止後には移動前と概ね同
等値に戻っている．これは管移動直後には圧縮状態となる領域の地盤で負のダイレイタン
シーが生じて間隙水圧が上昇するものの，その後は，管が移動したことによる地盤の緩み
や土槽底面からの上向き浸透流などにより低下するものと考えられる．
管下側の間隙水圧（Fig. 3-18）をみると，移動距離 70 mm以降は移動前とほぼ同等とな
っているが，管上側（Fig. 3-17）では異なる挙動が認められる．管上側は管下側と比べる
と，間隙水圧の変化が大きい．これは管上側では管の移動により発生する空隙にその上方
の砂が落ち込むことなどが影響しているものと考えられる．また，Fig. 3-16 の b（管が通
り過ぎる位置）の間隙水圧は移動距離 80 mm 程度で下限となり，その後再び上昇し，停止
時には移動前の値にまで戻っている．このことからさらに管を移動させれば c，d，e の間
隙水圧も同様の挙動を示すものと推察される．
Fig. 3-16 模型管と間隙水圧計の位置
Location of test pipe and pore water pressure meter 
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Fig. 3-17 間隙水圧の変化（管上側）
Change of pore water pressure (Upper side of pipe) 
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Fig. 3-18 間隙水圧の変化（管下側）
Change of pore water pressure (Under side of pipe) 
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3.3.7 水平方向地盤反力係数
一定荷重負荷実験および一定速度負荷実験の結果から求めた水平方向地盤反力係数を
Fig. 3-19 および Fig. 3-20 に，また実験結果から得られた回帰式を同図にあわせて示す．地
盤反力係数 k は式（3.3）により算出した．
（3.3）
ここで，Fp：管に作用する荷重（kN），δ：管の水平変位量（m），A：管の投影面積（=0.01 
m2）である．なお，管の水平変位量は一定荷重負荷実験では所定の過剰間隙水圧比で安定
するまでの変位量の累積値を，一定速度負荷実験では安田ら（1987）を参考に変位量 5 mm
（割線勾配）で算出することとした．地盤反力係数はバラツキを含むが，過剰間隙水圧比
の上昇とともに低下している．実験結果から算出した液状化時（u/σv’=1.0）の地盤反力
係数は，円形断面で 600 kN/m3，矩形断面で 771kN/m3であり，矩形断面の方が若干大きな
ものとなった．式（3.1）でも形状による差異が考慮されているが，ここでも水平抵抗力が
円形断面より矩形断面の方が大きいため，割線勾配から求めた地盤反力係数も同様の傾向
を示している．また，いずれの断面形状でも，液状化時（u/σ v’=1.0）には飽和時（u/
σv’＝0.0）の 1/7から 1/8程度に低下している．本実験と牽引速度が比較的近い安田ら（1987）
や規矩ら（1989）の実験結果では 1/10 との報告があり，本実験の結果に概ね一致している
ものと考えられる．
A
F
k p 
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Fig. 3-19 地盤反力係数（円形）
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Fig. 3-20 地盤反力係数（矩形）
Coefficient of subgrade reaction (square section) 
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3.4 第 3 章のまとめ
本章では，液状化程度の異なる地盤における管の水平移動時の力学的挙動を解明するた
め，上向き浸透流を利用して液状化を模擬した地盤において，円形および矩形断面の模型
管を対象に水平載荷実験を実施した．
その結果，以下のことが明らかになった．
（1） 一定荷重負荷実験における管の水平変位は，断面形状に関わらず載荷荷重の大きい
ものの方がより小さな過剰間隙水圧比で動き出す傾向が認められ，u/σv’=1.0 前後
で大きな変位量を生じた．
（2） 一定荷重負荷実験における管の移動速度は 0.4 mm/s 以下が大半で，最大でも 0.75 
mm/s であった．また，u/σv’=1.0 時に，管に作用する有効土圧は受働側および主
働側ともに概ね 0 の状態であった．
（3） 一定速度負荷実験における管の水平抵抗力は，管の移動速度が 0.1 から 1.0 mm/s の
範囲では移動速度よりも過剰間隙水圧比の影響を強く受け，過剰間隙水圧比の上昇
に伴い，大きく減少した．
（4） 一定速度負荷実験における管の水平抵抗力の円形/矩形の比率は，u/σv’=0.0 時で
84％，u/σv’=1.0 時で 57％であった．
（5） 液状化時（u/σv’=1.0）の水平方向地盤反力係数は，飽和時（u/σv’=0.0）の 1/7
から 1/8 に低下した．
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第4章 液状化地盤における継手構造管路屈曲部の挙動
4.1 概説
農業用パイプラインは地表面に沿って建設される線状の地下構造物であり，水源施設で
あるダムや頭首工などから受益地である圃場に至るまでの間には，直線部だけではなく屈
曲部や分岐部などが数多く存在する．農林水産省（2009）の設計基準「パイプライン」に
は，パイプラインの曲管部にはその屈曲角度と内圧の大きさに応じたスラスト力が作用し，
スラスト力とそれに抵抗する曲管背面の受働土圧の大きさからスラスト対策構造物の要否
が決定されることが示されている．しかし，これらは平常時の滑動に対する安定性を検討
するものであり，地震時に背面地盤の液状化によって地盤剛性が低下した場合などについ
ては想定されていない．
Mohri et al.（1995）は 1993 年に発生した北海道南西沖地震の被害調査から，曲管部や分
岐部に設置されるスラストブロックは地震時に管体とは異なる挙動を示すため，パイプラ
インの構造的な弱点となることを指摘している．また，毛利ら（2012）および有吉ら（2012）
は 2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震の被害調査から，曲管などの異形管部や構造物
周辺に被害が生じただけではなく，基礎材料の液状化により直線部においても大規模な不
陸，許容値を超える抜け出し，空気弁工などの構造物の浮上など大きな被害が発生したこ
とを報告している．このように周辺地盤や埋戻し材に液状化が発生すると曲管などの異形
管部の被害は甚大なものとなるが，液状化地盤に埋設されたパイプラインの挙動は未解明
な部分が多い．
毛利ら（2000）は埋設管の移動を抑制することを目的とし，砕石とジオグリッドを用い
た工法の有効性について実験的に検討を行っている．また，Calvetti et al.（2004）は地す
べりによる管路被害を対象として模型実験と数値解析から管と地盤の相互作用を検証して
いる．しかしながら，これらは真直な 1 本の管に対して実施されたものであり，管路とし
ての評価は行われていない．一方，河端ら（2011）は曲管部を対象に振動実験を行い，従
来のスラストブロック工法と比べて，砕石とジオグリッドを用いた工法は地盤が液状化す
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る場合でも水平移動量が小さく，その有効性を確認しているが，曲管周辺の直管継手の挙
動までは検証されていない．
本章では液状化を模擬した地盤中で継手構造管路を対象とした水平載荷実験と数値解
析を実施し，曲管部を含む継手構造管路の力学的挙動を検証した．
4.2 実験概要
4.2.1 実験装置
実験装置を Fig. 4-1 および Fig. 4-2 に示す．実験装置は土槽，水槽，模型管および載荷
装置から構成されている．土槽は幅 1,600 mm，奥行き 800 mm，高さ 500 mm で，内壁面
には水みち抑制を目的として厚さ 1 mm のゴム板を貼り付けた．土槽底部には有孔板と吸
出し防止シートで仕切られた高さ 50 mm の水のみの層を設け，外部に設置した水槽とホー
スで連結している．水槽水位を上昇させて土槽内に上向きの浸透流を発生させ，過剰間隙
水圧を高めて液状化地盤を模擬した．安田ら（1987）は，上向き浸透流を利用したボイリ
ング実験と加振実験を比較し，ボイリング実験では間隙水圧の分布が不均一になることか
ら，管に生じる限界せん断力や地盤反力係数の減少割合が加振実験と比べて若干小さくな
ることを指摘している．しかし，本実験では液状化に至る過程も含めて地盤の状態を一定
に保持し，管および地盤の力学的挙動を観察できることから，土槽を加振して液状化を模
擬するのではなく，上述した方法を採用した．なお，本実験における間隙水圧の計測は間
隙水圧計（Honeywell，ABH015PGC1B）を用いて，土槽壁面から 100 mm から 150 mm 離
れた位置で，管中心深さ 8 点，その他の深さ位置 12 点の合計 20 箇所で行った．
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Fig. 4-1 実験装置の概要
Experimental apparatus 
Fig. 4-2 実験装置（写真）
Experimental apparatus 
土槽底部
から注水
載荷装置 
水槽①（φ400） 水槽②（625×458）
模型管 
土 槽 
水 槽 
載
荷
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模型管は Fig. 4-3 に示すように外径 50 mm，有効長 150 mm（全長 171 mm）のアルミニ
ウム製で，伸縮屈曲性と離脱防止機構を備えた鎖構造継手と，伸縮屈曲性のみを有する柔
構造継手の 2 種類を準備し，いずれの場合も曲管を中央に配置して合計 12 箇所の継手を有
する模型管路を構築した．模型管の挿し口には突部を設け，管の芯出しを目的としてゴム
輪を装着し，継手部は外面からゴムスリーブ（φ50，厚さ 0.25 mm）を被覆して止水した．
模型管の内面には，Fig. 4-4 に示すように変位計（東京測器研究所，CDP-25MT）を設置し
た．また，スラスト対策として鎖構造管路では曲管とその両隣の管 1 本を一体化（J-1L と
J-1R は曲管と固定）し，柔構造管路では鎖構造管路と同等の受働土圧が得られる寸法のス
ラストブロックを曲管部に設置した．
Fig. 4-3 模型管
Test pipe 
【直管】 【45°曲管】
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地盤材料には Table 3-1（頁 44）に示した 6･7 混合珪砂（第 3 章の実験と同じもの）を使
用し，水中落下法により相対密度が 30％程度になるように地盤を作製した．また，管の基
礎材料を砕石基礎とする場合には JIS A 5001 道路用砕石に示された 7 号砕石（S-5）を使
用した．
 スラスト力は内圧を負荷するのではなく，載荷装置から載荷用ロッドを介して曲管部に
荷重または変位を与える方法で再現した．載荷装置は，Fig. 4-5 に示す重錘と滑車を用いる
場合（一定荷重）と電動アクチュエータ（FESTO，BSBF63）を用いる場合（一定速度）の
2 通りとした．
Fig. 4-4 変位計
Displacement gauge 
Fig. 4-5 載荷装置
Loading apparatus 
一定荷重負荷実験 
一定速度負荷実験 
重錘＋滑車 
電動アクチュエータ 
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4.2.2 実験方法
一定荷重負荷実験は重錘で模擬したスラスト力の大きさと液状化の程度により発生す
る曲管変位を，一定速度負荷実験は曲管変位と水平抵抗力や各継手の挙動の関係を把握す
ることを主目的として実施した．なお，柔構造管路を構成する各継手は 10 mm の伸び出し
で離脱するため，いずれかの継手が離脱した時点で実験を終了することとした．
（1）一定荷重負荷実験
重錘と滑車を用いて，模型管路の曲管部に一定荷重を水平載荷した状態で，飽和状態か
ら地盤にボイリングが発生するまで過剰間隙水圧比を段階的に上昇させ，曲管の水平変位
などを計測した．なお，過剰間隙水圧比は各段階で少なくとも 10 分間保持し，管路の移動
が収束したことを確認したうえで，次の段階へと移行させた．実験ケースは，荷重と継手
構造を変化させて Table 4-1 に示す No.1-a から No.1-d までの 4 ケースとした．なお，以降
に示す一定速度負荷実験も含め，データ計測は 10 秒間隔で実施した．
（2）一定速度負荷実験
地盤の過剰間隙水圧比の目標値を 0.0，0.5，1.0 とし，一定になるよう設定する．ただし，
過剰間隙水圧比が 1.0 に達する前に広範囲にボイリングが発生した場合にはその時点で保
持する．その状態で，電動アクチュエータを用いて 0.1 mm/s の一定速度で模型管路の曲管
部に水平載荷し，管路に作用する水平抵抗力などを計測した．なお，移動距離は 80 mm と
した．実験ケースは，Table 4-1 に示す No.2-a から No.2-f までの 6 ケースとした．
Table 4-1 実験ケース
Experiment cases 
実験No. 管路 管基礎
1-a  78.4 N 鎖構造 砂
1-b 117.6 N 鎖構造 砂
1-c 156.8 N 鎖構造 砂
1-d 117.6 N 柔構造 砂
2-a ⊿u/v'=0.0 鎖構造 砂
2-b ⊿u/v'=0.5 鎖構造 砂
2-c ⊿u/v'=1.0 鎖構造 砂
2-d ⊿u/v'=0.5 鎖構造 砕石
2-e ⊿u/v'=0.5 柔構造 砂
2-f ⊿u/v'=0.5 柔構造 砕石
一定荷重
負荷
一定速度
負荷
(0.1 mm/s)
載荷条件
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4.3 実験結果と考察
4.3.1 曲管の水平変位
一定荷重を負荷した状態で過剰間隙水圧比を変化させたときの曲管の水平変位と過剰
間隙水圧比の関係を Fig. 4-6 に示す．なお，過剰間隙水圧比は管中心深さで計測した間隙
水圧の増分 u を，その深さの有効上載圧σvで除して算出した．なお，Fig. 4-6 は 10 秒間
隔でプロットしており，その間隔が狭い箇所は曲管の変位速度が小さいことを示している．
 重錘を負荷したときの初期変位は，重錘 78.4 N の場合で約 2 mm，重錘 156.8 N の場合
で約 10 mm であり，載荷荷重が大きいものほど大きい．過剰間隙水圧比を上昇させたとき
も同様で載荷荷重が大きいものほど大きな水平変位を生じている．また，水平変位が急増
する過剰間隙水圧比は No.1-a で 0.6 付近，No.1-b で 0.4 付近，No.1-c で 0.2 付近と小さく
なっている．これらは間隙水圧の上昇に伴って地盤剛性が低下することに起因すると考え
られる．載荷荷重が 117.6 N の No.1-b および No.1-d を比べると，鎖構造管路と柔構造管路
はほぼ同じ水平変位を生じていることがわかる．ただし，柔構造管路（No.1-d）の場合は
曲管変位 33 mm の時点で継手離脱（J-3R）が発生した．
Fig. 4-6 曲管の水平変位と過剰間隙水圧比の関係
Relationship between horizontal displacement of bend 
and excess pore water pressure 
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4.3.2 管路の水平抵抗力
過剰間隙水圧比の目標値を 0.0，0.5，1.0 に設定し，それを保持した状態で，0.1 mm/s の
一定速度で曲管を背面側に移動させた場合の管路の水平抵抗力を Fig. 4-7 および Fig. 4-8
に示す．Fig. 4-7 は鎖構造管路，砂基礎の条件で過剰間隙水圧比が異なる場合，Fig. 4-8 は
過剰間隙水圧比を 0.5 に設定し，継手や管基礎の条件が異なる場合である．
Fig. 4-7 から，最大水平抵抗力は飽和時(u/σv=0.0)で 0.8 kN 程度を示し，過剰間隙水
圧比の上昇とともに低下して u/σv=0.89 では 0.2 kN 程度まで低下していることがわかる．
Fig. 4-8 では，鎖構造管路の水平抵抗力は柔構造管路より若干大きく，本実験のように周辺
地盤全体が液状化するような条件下では管基礎の違いによる差異はほとんど認められなか
った．また，柔構造管路では管基礎の条件に関係なく，曲管変位に追随できずに継手離脱
（J-2R，J-3R）が発生した．
Fig. 4-7 管路の水平抵抗力
Horizontal resistance force of pipeline 
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4.3.3 継手伸び量および継手屈曲角
 鎖構造管路と柔構造管路の挙動を比較するため，砂基礎の No.2-b および No.2-e を例と
して，継手伸び量の推移を Fig. 4-9 に，継手屈曲角の推移を Fig. 4-10 に示す．各継手の伸
び量は模型管内面（左右）に設置した 2 台の変位計の計測値の平均から，継手屈曲角はそ
の差から算出している．なお，模型管路は左右対称であり，計測値も比較的左右のばらつ
きが小さかったため，ここでは Fig. 4-2 に示した J-1L と J-1R のように左右対称位置にある
継手の値を平均し，J-1 として図示した．
 鎖構造管路（No.2-b）では，J-1 は曲管と一体化しているため，曲管に最も近く移動可能
な継手は J-2 になる．継手伸び量は Fig. 4-9 をみると，J-2→J-3→J-4 と曲管に近い継手から
順に動き出す傾向が認められる．J-2 の継手伸び量は他の継手と比べて小さいが，これは模
型管の受口と挿し口が接触するまで大きく屈曲したことで伸び出しが拘束されたためと考
えられる．継手屈曲角は Fig. 4-10 をみると，J-2 のみが曲管背面に凸方向に屈曲し，曲管
変位が小さいときは最初に J-3 が，次に J-4 が逆方向に屈曲している．曲管変位が 40 mm
を超えると J-2 が上述したように拘束されて，J-3 の屈曲方向の反転に応じて J-5 が屈曲し
始める．このような挙動を示すことで管路が曲管変位に追従している．
柔構造管路（No.2-e）でも曲管に近い継手から動き出す傾向は認められるが，曲管に最
も近い J-1 のみが曲管背面に凸方向に屈曲し，J-2 は曲管変位 10 mm 付近で屈曲方向が反
Fig. 4-8 管路の水平抵抗力（u/σv’=0.5）
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転するものの，J-3 は一方向への屈曲が大きくなり，継手伸び量の増大も伴って曲管変位
39 mm の時点で継手離脱（J-3R）が発生した．
Fig. 4-9 継手伸び量の推移
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Fig. 4-10 継手屈曲角の推移
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 参考までに，上述した実験 No.2-b および No.2-e の各継手とそれらが動き出した時の曲
管変位の関係を Fig. 4-11 に示す．この結果をみると，曲管変位の増大とともに，曲管に近
い継手から順に動き始めていることが良くわかる．
Fig. 4-11 継手が動き始めるときの曲管変位
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4.3.4 実験後の地表面の状況
過剰間隙水圧比の違いによる実験後の地表面の状態を確認するため，No.2-a，No.2-b お
よび No.2-c の土槽中央断面における実験前後の地表面高さの変化を測定した結果を Fig. 
4-12 に示す．なお，曲管の中心位置は，Fig. 4-12 の横軸で 453 mm（実験前）から 373 mm
（実験後）まで移動する．
実験後の地表面の凹凸は，過剰間隙水圧比の上昇とともにその度合いが小さくなってい
る．No.2-a では高さの変化量が+30 mm から-50 mm と最も大きく，No.2-c では±20 mm 程
度と小さい．いずれの場合でも実験後に最も低くなる位置は余水吐側から 500 mm 付近で，
実験前の曲管の曲率内側にほぼ相当する．これは曲管の移動に伴って生じる空隙を埋める
ように，その上層の地盤が沈下するためと考えられる．
Fig. 4-12 地表面高さの変化
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Fig. 4-13 地表面の状況
Situation of the ground surface 
74 
4.4 数値解析
Fig. 4-14 に示すように，パイプラインを弾性床上の梁とみなし，継手および地盤をばね
で表現した「梁ばねモデル」による数値解析を行い，前述した管路挙動を再現できるかど
うか検証した．
管路のような地中構造物は周辺地盤の変形に直接影響を受けるため，地上構造物のよう
な動的応答解析を必要とせず，慣性力や減衰力を考慮しない疑似静的な解析によって地震
応答を論じることができる．一般的に，管路埋設地点での地盤変形を求め，その地盤変形
を表現する地盤ばねを介して管路に伝達する応答変位法と呼ばれる解析法が用いられる．
この解析方法の基礎理論については，高田ら（1980）および高田（1991）に詳述されて
いる．ここでは，弾性床上に配置された管路の管軸方向および管軸直角方向の運動方程式
のみを以下に示す．
［管 軸 方 向］  uUk
dx
udEA ga  2
2
（4.1）
［管軸直角方向］   vVk
dx
vdEI gb 4
4
（4.2）
ここに，u：管の管軸方向変位，v：管の管軸直角方向変位，U：管軸方向の地盤変位，V：
管軸直角方向の地盤変位，kga：管軸方向における管の単位長さ当たりの地盤ばね定数，kgb：
管軸直角方向における管の単位長さ当たりの地盤ばね定数，E：管体の弾性係数，A：管体
の断面積，I：管体の断面二次モーメントである．
なお，本解析では Nastran 2015（Autodesk）を使用した．ここでは完全液状化状態に近
い No.2-c の実験結果を用いて解析結果と比較する．
Fig. 4-14 梁ばねモデルによる数値解析
The numerical simulation modeled by beam and spring elements 
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4.4.1 解析条件
Fig. 4-1 に示した実験管路は左右対称であるため，解析では片側のみをモデル化し，曲
管部を背面方向に 80 mm 移動させる強制変位を与えた．模型管は外径 50 mm，弾性係数
70 GPa，ポアソン比 0.33，管厚 3 mm の梁要素とし，継手ばねおよび地盤ばねは Fig. 4-15
に示すばね要素とした．なお，継手ばね定数は別途実施した模型管継手の曲げ試験と引き
抜き試験の結果から算出した．
また，地盤の非線形性はバイリニアモデルで表現することとした．管軸方向は日本ガス
協会（2001）の高圧ガス導管液状化耐震設計指針を参考に液状化地盤であることを考慮し
て設定した．具体的には，同指針では，管路は液状化層の上部に存在する非液状化層に埋
設されており，管路周辺の埋戻し土は液状化しないと考え，変位 2.5 mm までは Fig. 4-15
の④に示す kga1=6,000 kN/m3 とし，変位 2.5 mm 以上は地盤拘束力 15 kN/m2 で一定と設定し
ている．今回の実験では管路周辺の埋戻し土も液状化することを想定しているため，本解
析では変位 2.0 mm までは kga1=500 kN/m3 とし，第 2 勾配 kga2 は第 1 勾配 kga1 の 1/1,000 と
した．管軸直角方向は井谷ら（2015）が同じ地盤材料を用いて求めた液状化時の管軸直角
方向の地盤反力係数を kgb1（gb=5 mm）とし，第 2 勾配 kgb2 は kgb1 の 1/100 に設定した．以
上から，設定した各ばね定数の値を Table 4-2 に示す．
Fig. 4-15 継手ばね・地盤ばねの特性
Characteristics of joint spring and ground spring 
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4.4.2 解析結果
（1）継手伸び量
 実験および解析から得られた継手伸び量を Fig. 4-16 に示す．Fig. 4-16 をみると，J-2 の
継手伸び量の値には大きな差異が認められる．これは，実験では 4.3.3 で示した理由で継
手の伸び出しが拘束されたが，解析ではそれが表現できないことが原因である．その影響
はあるものの，J-2→J-3→J-4 と曲管に近い継手から順に動き出す傾向や例えば J-3 が伸び
切る前に J-4 が動き始める挙動，曲管変位が小さい段階から J-5 や J-6 が動き始めることな
どの点で実験結果と符合している．
Table 4-2 ばね定数
Spring constants 
記号 単位 数値 記号 単位 数値 記号 単位 数値
20.25 200 k ga 1 kN/m3 500
(2,025) (200) k ga 2 kN/m3 0.5
1.35 0.036  ga m 0.002
( － ) (3.575) k gb 1 kN/m3 600
2,025 3.575 k gb 2 kN/m3 6
( － ) ( － )  gb m 0.005
0.001 0.112
( － ) ( － )
0.01
( － ) ※（　）はJ-1の場合
K a kN/m K s kN/m
K b kN/m K ra kN･m/rad
 b m
K c kN/m K rb kN･m/rad
 a m q a rad
Fig. 4-16 継手伸び量の比較
Comparison of joint expansion 
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（2）継手屈曲角度
実験および解析から得られた継手屈曲角度を Fig. 4-17 に示す．J-2 のみが曲管背面に凸
方向に大きく屈曲すること，J-3 から J-6 は逆方向に屈曲すること，J-3 は曲管変位 30 mm
程度から屈曲方向が反転し，J-4 は曲管変位 50 mm 以上では角度がほぼ一定となっている
ことなど，挙動が良く一致している．屈曲角度の大きさも同程度であり，実験結果を定量
的に再現する結果となっている．
Fig. 4-17 継手屈曲角度の比較
Comparison of joint deflection angle 
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（3）管路変形モード
Fig. 4-1 に示した管路の片側について，変形前の曲管中心を原点，管軸方向を X 軸，管
軸直角方向を Y 軸とし，曲管が 40 mm および 80 mm 変位したときの各継手の位置を実験
および解析からそれぞれ算出してプロットした結果を Fig. 4-18 に示す．この継手位置は曲
管変位，継手伸び量および継手屈曲角度から算出した．
曲管変位 40 mm のときの J-3 および J-4 の位置に若干の相違はあるものの，実験結果と
解析結果の管路挙動は良く一致しており，管路変形モードを概ね捉えた結果となっている．
Fig. 4-18 管路変形モードの比較
Comparison of deformation mode 
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（4）水平抵抗力
管路の水平抵抗力を，実験結果と解析結果を比較して Fig. 4-19 に示す．曲管変位が小さ
い段階では実験結果よりも解析結果の方が大きな値となっているが，曲管変位 80 mm の時
点の水平抵抗力はどちらも 0.2 kN 程度でほぼ一致している．このように水平抵抗力も概ね
再現できていることから，地盤と管の相互作用により生じる管路挙動も概ね捉えられてい
るものと考えられる．
Fig. 4-19 管路の水平抵抗力の比較
Comparison of horizontal resistance force 
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4.5 第 4 章のまとめ
本章では，液状化を模擬した地盤中で継手構造管路を対象とした水平載荷実験と梁ばね
モデルによる数値解析を実施し，曲管部を含む継手構造管路の力学的挙動を検証した．
その結果，以下のことが明らかになった．
（1） 曲管に一定荷重を負荷した実験では，曲管の水平変位は載荷荷重の増大に伴って大
きくなり，変位が急増する過剰間隙水圧比は載荷荷重が大きいほど小さくなる．ま
た，管路構造（鎖構造と柔構造）の違いによる曲管の水平変位量に差異は認められ
ない．
（2） 曲管に一定速度の負荷を与えた実験では，管路の水平抵抗力は過剰間隙水圧比の上
昇とともに低下する．また，過剰間隙水圧比 0.5 の実験では，周辺地盤が砂の条件
で管基礎を砂から砕石に置き換えても水平抵抗力の差異は認められない．
（3） 管路の挙動は，管路構造の違いによらず，曲管変位に伴って曲管に最も近く移動可
能な継手から順に動き始める傾向が認められる．曲管変位が小さいときは曲管から
最も近い移動可能な継手（鎖構造管路では J-2，柔構造管路では J-1）のみが曲管背
面に凸方向に屈曲し，それに隣接する継手（鎖構造管路では J-3，柔構造管路では
J-2）は逆方向に屈曲する．
（4） さらに曲管の変位が大きくなると，鎖構造管路では J-2 が拘束され，その影響を受
けて J-3 の屈曲方向が反転し，それが順に曲管から遠い方向へと波及して管路全体
で曲管変位に追従するような挙動を示す．一方，柔構造管路では，曲管変位が大き
くなると，継手離脱を生じてしまう．
（5） ばね定数の設定に改良すべき点はあるものの，地盤ばねを液状化を想定した値に設
定し，梁ばねモデルによる非線形弾性解析を行うことで，鎖構造管路の挙動を概ね
再現できる．
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第5章 管基礎や管路構造の違いが管路挙動に与える影響
5.1 概説
食料供給基盤を支える重要な社会資本ストックである農業水利施設の相当数は，戦後の
食料増産や高度経済成長の時代に急速に整備が進められ，老朽化が進展している．農林水
産省（2015）によると，全国で整備された農業水利施設のうち基幹的水路の総延長は約
50,000 km で，標準的な耐用年数とされる 40 年を経過した水路の割合は 33％を占める．こ
れらの老朽化した施設は，平常時の漏水発生や流下能力の低下を招くだけではなく，近年
頻発する大規模地震に対する安全性に問題を抱えており，その耐震性向上が求められてい
る．
毛利ら（2012）および有吉ら（2012）は，2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震にお
いて，従来からパイプラインの地震時のウィークポイントとされてきた曲管などの異形管
部や構造物周辺に被害が生じただけではなく，基礎材料の液状化により直線部においても
大規模な不陸，許容値を超える抜け出し，空気弁工などの構造物の浮上など大きな被害が
発生したことを報告している．このように液状化などの地盤変状が発生するとパイプライ
ンの被害は甚大となるため，農林水産省（2009）の設計基準「パイプライン」では，地盤
変状に対する地震応答対策のひとつとして，伸縮可とう性が大きく離脱防止機構を有する
鎖構造継手の使用が示されている．しかしながら，それを適用する条件や範囲についての
具体的な検討方法は示されていない．
小川ら（1997）は，大型せん断土槽を使用した実規模大の振動実験を実施し，液状化に
伴う沈下地盤での構造物際における鎖構造管路の挙動を，毛利ら（2001）は剛土槽を使用
した実規模大の振動実験を実施し，管軸方向に沿う側方流動を発生させ，液状化による側
方流動地盤での鎖構造管路の挙動を検証し，いずれもその有効性を確認している．しかし
ながら，これらは直線状に配置した管路を対象としたものであり，屈曲を有する管路での
検証は行われていない．一方，河端ら（2011）は曲管部に着目した振動実験を行い，従来
のコンクリートスラストブロック工法と比べて砕石とジオグリッドを組み合わせた工法は，
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周辺地盤が液状化する場合でも曲管部の水平移動量が小さいことを確認しているが，その
曲管周辺の直管継手の挙動は検討していない．
そこで，本章では曲管部を含む継手構造管路を対象に振動実験を行い，曲管変位，継手
伸び量および継手屈曲角度などの曲管部周辺の管路挙動を検証した．
5.2 実験概要
5.2.1 実験装置
実験装置の概要を Fig. 5-1 に示す．本実験には Fig. 5-2 に示す国立研究開発法人農研機
構農村工学研究所所有の長さ 6,000 mm，幅 4,000 mm の三次元振動台を使用した．振動台
上に実験土槽を設置し，内部に実験模型を製作した．実験土槽は幅 5,600 mm，奥行き 3,600 
mm，高さ 1,300 mm の剛土槽で，土槽下部には土槽底面から水を均等に浸透させるため厚
さ 150 mm の砕石層を設けた．
Fig. 5-1 実験装置の概要
Experimental apparatus 
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Fig. 5-2 振動台
Shaking table 
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 模型管は Fig. 5-3 に示すように呼び径 150（外径 169 mm），管長 400 mm のダクタイル鉄
管を使用した．継手は伸縮性能と屈曲性能のみを有する柔構造継手と，それらに加えて離
脱防止性能を有する鎖構造継手の 2 種類とした．Fig. 5-3 は挿し口が受口奥を基点として 0
から 40 mm（挿し口の初期位置 20 mm）の範囲を移動可能で，離脱防止機構を有する鎖構
造継手を図示したが，受口内での挿し口位置を調整することで継手可動範囲を，連結ボル
トの有無により離脱防止機構の有無（鎖構造または柔構造）を設定できる．Fig. 5-4 に示す
ように，すべての継手内面(左右)には変位計を，連結ボルトにはロードセルを設置し，継
手の伸び量・屈曲量および引抜き力が計測できるようにした．このような模型管を 8 本用
いて管路中央に 45°曲管を配し，合計 10 箇所の継手を有する模型管路を構築した．なお，
曲管にはその水平および鉛直変位を計測するために巻込式変位計を設置した．また，継手
部に装着したゴム輪は，その摩擦抵抗が管路挙動に与える影響を極力小さくするため，継
手部の受挿し隙間を保持できる最小限の寸法に切削加工したものを使用し，継手外面から
ゴムスリーブ（φ150，厚さ 0.3 mm）を被覆して止水した．なお，模型管は地盤の飽和単
位体積重量と同等になるよう比重調整を行った．
Fig. 5-3 模型管
Test pipes 
Fig. 5-4 変位計とロードセル
Displacement gauge and load cell 
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 管路中央の曲管には，ワイヤを介して水平方向に 1.72 kN の重錘を負荷することでスラ
スト力を模擬した．この荷重は 45°曲管への 100 kPa の内圧負荷により生じるスラスト力
に相当する．スラスト対策は，継手構造ごとに最も一般的な対策を施した．すなわち，鎖
構造管路の場合には管路を一体化（Fig.1 の Case4，曲管と J-1L，J-1R を固定）することで，
柔構造管路の場合には曲管部にスラストブロックを打設（Fig.1 の Case3）して対応した．
なお，いずれも滑動に対する設計上の安全率が 1.0 となるように寸法を決定した．
 地盤材料には Table 5-1 に示す霞ヶ浦砂を用い，D 値 90％となるように密度を管理しな
がら層厚 100 mmごとに均質に締固め，土被り 400 mmまで埋戻した後，土槽底面から注
水し，飽和させた．
5.2.2 実験方法
管路移動により他方へ影響がないように対向させた 2 組の管路を構築し，同じ入力波で
同時に 2 ケースの挙動を比較した．Table 5-2 に示すように Case1 および Case2 と，Case3
および Case4 の 2 回に分けて計 4 ケースを実施した．各実験ケースにおける曲管部の断面
を Fig. 5-6 に示す．なお，Fig. 5-6 では霞ヶ浦砂で埋戻している部分を省略して図示してい
る．
Table 5-1 霞ヶ浦砂の物性値
Properties of Kasumigaura sand 
土粒子の密度 s g/cm3 2.719
最大乾燥密度 dmax g/cm3 1.510
目標乾燥密度 d (90%) g/cm3 1.359
目標間隙比 e - 0.998
Fig. 5-5 粒径加積曲線（霞ヶ浦砂）
Grain size accumulation curve 
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Case1および Case2は，管の基礎材が管路挙動に及ぼす影響を検証するために実施した．
Case1 の管路は伸縮屈曲性と離脱防止機構を有する鎖構造管路を想定したもので，継手伸
び量は 0 から 40 mm（挿し口の初期位置 20 mm）に設定した．挿し口の初期位置を 20 mm
に設定した理由は，通常，鎖構造管路の継手部は伸び側にも縮み側にも可動するように配
管することが一般的であるためである．管の基礎材には地盤材料と同じ霞ヶ浦砂を使用し
た．一方，Case2 では，管路は Case1 と同様であるが，管の基礎材には液状化対策として
JIS A 5001 道路用砕石に規定された単粒度砕石 S-5（7 号）を使用した．入力地震動は 200 
Gal，5 Hz の正弦波を 30 秒間とした．なお，加振時間 30 秒の前後それぞれ 2 秒で振幅の
増減を行い，加振方向は慣性力の影響を避けるため，スラスト力作用方向と直交する方向
とした．これは後述する 400 Galの場合も同様である．
Case3 および Case4 は，継手構造の違いによる管路挙動の差異を把握するために実施し
た．Case3 の管路は伸縮屈曲性のみを備えた柔構造管路を想定したもので，継手は初期位
置から+45 mm の変位が生じると離脱する構造とした．また，管基礎は砂基礎よりも変位
が抑制されることを期待し，Case2 と同じ砕石基礎とした．一方，Case4 は，管路は Case1
および Case2 と同様の鎖構造管路を想定したものであるが，挿し口の初期位置を 0 mmと
し，継手可動範囲の伸び側を Case1 および Case2 と比べて 2 倍の 40 mm に設定し，管基礎
は Case1 と同じ砂基礎とした．入力地震動は 200 Gal，5 Hz の正弦波を 30 秒間，数分間の
静止後，さらに 400Gal，5 Hz の正弦波を 30 秒間とした．
Table 5-2 実験ケース
Experiment cases 
1 鎖構造 0 ～40 mm（20 mm） 霞ヶ浦砂
2 鎖構造 0 ～40 mm（20 mm） 砕石(S-5)
3 柔構造 43 ～88 mm（43 mm） 砕石(S-5)
4 鎖構造 0 ～40 mm（0 mm） 霞ヶ浦砂
管路
構造
継手伸び量
(挿し口の初期位置)Case
管の
基礎材 入力地震動諸元
200 Gal, 5 Hz, 30 s
200 Gal, 5 Hz, 30 s
+ 400 Gal, 5 Hz, 30 s
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なお，気象庁のホームページに掲載されている周期および加速度と震度（理論値）の関
係を Fig. 5-7 に示す．これから，200 Gal，5Hz の地震動は震度 5 弱，400 Gal，5Hz の地震
動は震度 5 強に相当することがわかる．
Fig. 5-6 曲管部の断面
Cross-sectional dimensions of bend
（気象庁ホームページに掲載されている図に加筆）
Fig. 5-7 周期および加速度と震度（理論値）の関係
Relationship between a seismic wave period, acceleration and seismic intensity (theoretical value) 
400Gal 
200Gal 
5Hz（=0.2秒）
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5.3 実験結果と考察
5.3.1 管基礎の違いによる影響
（1）入力加速度と過剰間隙水圧
Case1 および Case2 における振動台の加速度応答と管中心深さでの背面地盤の過剰間隙
水圧を Fig. 5-8 に示す．過剰間隙水圧は加振開始 5 秒程度で有効上載圧に近い値まで上昇
し，加振中はそれが継続している．
（2）曲管変位と載荷荷重
Case1および Case2の曲管変位と載荷荷重の変化を Fig. 5-9に示す．Case1の水平変位は，
加振直後に急増して 27 秒時点で 119 mm に達し，その後，一定値を示している．つまり，
27 秒時点ですべての継手が離脱防止状態（Fig. 5-3 に示した連結ボルトと固定プレートが
引っ掛かり，継手がそれ以上伸び出せない状態）になったものと推察される．一方，鉛直
変位は水平変位が止まった後も加振中は増加しており，最終的に 78 mm の沈下量となった．
Case2 の水平変位は 115 mm で，Case1 とほぼ同程度であり，この点では砕石基礎と砂基
礎の違いはほとんどない．ただし，変位のスピードは Case1 より緩やかで加振終了まで動
き続けており，管路にはまだ伸び出す余裕があると考えられる．また，沈下量は 18 mmと
Case1 の 1/4 程度であり，砕石基礎の沈下抑制効果が認められる．
Fig. 5-8 入力加速度と過剰間隙水圧
Transition of seismic wave and excess pore water pressure 
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 ロードセルで計測した載荷荷重の変化をみると，Case1 および Case2 ともに加振開始直
後に増加している．これは加振により地盤とワイヤとの摩擦が解消されたことによると考
えられる．Case2 では加振開始直後に増加した後は 1.65 kN 程度で一定値を示しているが，
Case1 では離脱防止状態となった 27 秒以降も加振中は増加し続けている．これは加振終了
時点まで管路の沈下が継続したため，下向きの荷重も感知したことが原因と思われる．
（3）継手伸び量および継手屈曲角度
Case1および Case2の継手伸び量および継手屈曲角度を Fig. 5-10および Fig. 5-11に示す．
継手伸び量は継手部に設置した変位計（2 台）の計測値の平均から，継手屈曲角度はその
差から算出し，管布設時の初期状態からの変化を示した．
Case1 および Case2 ともに，曲管の継手（J-1Lおよび J-1R）は+20 mm で固定し，その他
の継手は管路両端の継手（J-5L および J-5R）を除いて+20 mm を初期の接合位置とし，+40 
mm伸び出した時点を離脱防止位置とした．管路両端の継手は設置長さの調整代とし，+30 
mm伸び出した時点を離脱防止位置とした．
Fig. 5-10 から，Case1 の加振後の継手伸び量は J-4R で離脱防止位置よりもやや小さい値
を示しているが，その他はすべて離脱防止状態まで伸び出していることがわかる．継手屈
曲角度は，曲管の継手は固定されているため，その直近外側の J-2Lおよび J-2R で 7°程度
の大きな屈曲を生じている．なお，管布設時の初期不整の影響もあり，厳密に左右対称の
Fig. 5-9 曲管変位と載荷荷重
Transition of displacement and applied force on bend 
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挙動とはなっていない．また，固定した曲管の継手において継手伸び量が若干ではあるが
離脱防止位置を超過している．これは継手部に多少のガタつきがあるためである．
 一方，Fig. 5-11 から，Case2 では加振後に固定した曲管の継手以外に離脱防止状態とな
った継手はなく，管路にはまだ伸び出す余裕があることがわかる．継手屈曲角度は Case1
と同様に J-2Lおよび J-2R で 5°程度の比較的大きな屈曲を生じているが，Case1 と比べて
集中度合いが緩和される傾向が認められる．なお，Case2 では Case1 と比べて初期状態で
の継手伸び量のバラツキが大きい．これは砕石基礎であるため，管布設時の微調整が砂基
礎の場合と比べて困難であったことが原因である．
Fig. 5-10 継手伸び量および継手屈曲角度（Case1）
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Fig. 5-11 継手伸び量および継手屈曲角度（Case2）
Expansion amount and deflection angle of joints (Case2)
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（4）継手引抜き力
Case1 および Case2 の継手引抜き力の変化を Fig. 5-12 に示す．なお，ここでは管路の右
側半分のみを図示した．継手引抜き力は曲管の継手（J-1R）で 2.5 kN 程度と最も大きな値
を示した．これは負荷した重錘 1.72 kN に対して背面地盤を無視して，力の釣り合いを考
えたときの管軸方向に働く荷重 2.25 kN にほぼ相当する．Case1 では 27 秒以降，全継手で
引抜き力が発生しているが，Case2 では曲管と一体化した J-1R 以外の継手では発生してい
ない．このことからも Case1 では 27 秒時点で管路全体が離脱防止状態になっており，Case2
では離脱防止状態には至っていないことがわかる．
Fig. 5-12 継手引抜き力
Transition of tensile force on joints 
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実験終了後に管中心深さまで掘削した際の供試管の変形状況を Fig. 5-13および Fig. 5-14
に示す．
Fig. 5-13 実験後の状況（Case1, Case2）
Situation after the experiment (Case1, Case2) 
【Case1】
【Case2】
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Fig. 5-14 実験後の詳細状況（Case1, Case2）
Detailed situation after the experiment (Case1, Case2) 
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5.3.2 管路構造の違いによる影響
（1）入力加速度と過剰間隙水圧
Case3 および Case4 における振動台の加速度応答と管中心深さでの背面地盤の過剰間隙
水圧を Fig. 5-15 に示す．過剰間隙水圧は 2 回の加振ともに開始 5 秒程度で有効上載圧に近
い値まで上昇し，加振中はそれが継続している．
（2）曲管変位と載荷荷重
2 回の加振に伴う曲管変位と載荷荷重の変化を Fig. 5-16 に示す．1 回目の加振における
水平変位は Case3 で 185 mm，Case4 で 213 mm であり，Case4 が若干大きい．いずれも加
振終了時まで変位が継続して増加しており，両管路ともまだ伸び出す余裕がある．鉛直変
位は Case3 で 32 mm，Case4 で 77 mm の沈下が計測された．
2 回目の加振では，Case4 の水平変位は加振開始から約 5 秒後に 247 mm となり，その後
一定値を示している．つまり，この時点ですべての継手が離脱防止状態になったと判断で
きる．沈下量は 1 回目の加振で生じた 77 mm から 48 mm に減少しており，抵抗土圧の小
さい斜め上向きに移動したものと推定される．一方，Case3 の水平変位は加振終了後まで
移動を続け，2 回の加振で合計 342 mmに達した．沈下量は 1 回目の加振では砕石基礎の
効果もあり，Case4 の 1/2 程度に留まっていたが，2 回目の加振で逆転し 86 mm となって
いる．Case3 の載荷荷重の変化をみると，2 回目の加振開始直後に急減し，最終的には当初
の 1/2 程度となっている．このことから，荷重が急減した 2 回目の加振開始直後に曲管近
Fig. 5-15 入力加速度と過剰間隙水圧
Transition of seismic wave and excess pore water pressure 
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傍の継手が離脱し，それ以降は曲管を含む離脱した管路のみが沈下しながら水平移動した
ものと考えられる．
（3）継手伸び量および継手屈曲角度
Case3および Case4の継手伸び量および継手屈曲角度を Fig. 5-17および Fig. 5-18に示す．
継手の初期位置は，Case3 では管路中央の J-2L から J-2R までは+43 mm，管路両端の J-5L
および J-5R は設置長さの調整代とし，その他の継手は 0 mm とした．各継手は抜け出し限
界+88 mm で完全に受口から挿し口が離脱する．一方，Case4 における各継手の初期位置は，
曲管の継手（J-1Lおよび J-1R）は+20 mm で固定し，管路両端の継手（J-5L および J-5R）
は設置長さの調整代とし，その他の継手は 0 mmとし，+40 mm で離脱防止位置とした．
Fig. 5-17 をみると，加振後の Case3 の継手伸び量は曲管から 2 本目で集中的に生じてお
り，J-2Lでは 162 mm，J-2R で 177 mm となった．なお，J-2Lおよび J-2R では継手離脱が
発生しており，管内に設置した変位計が破損したため，上記の値は Fig. 5-19 に示すように
実験後の管掘上げ時に別途測定したものである．また，その際に離脱した継手の受口と挿
し口が水平方向に管の直径の約 1/2 の大きな中心線のズレ（70 から 90 mm）が生じている
ことも確認した．曲管の継手（J-1L および J-1R）は背面側で離脱寸前まで抜け出しており，
背面側に凸方向に 11°，14.6°と大きく屈曲している．その他の継手は許容範囲内であり，
いずれも曲管の継手とは逆方向に屈曲している．
Fig. 5-16 曲管変位と載荷荷重
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Fig. 5-18 をみると，加振後の Case4 の継手はすべて離脱防止状態に至っていることがわ
かる．継手屈曲角度は曲管の継手は拘束しているため変化が小さいが，曲管を中心に 6 箇
所の継手が背面側に凸方向に，それより外側の継手は逆方向に屈曲している．Case3 と比
べて管路全体が大きく湾曲しており，管路全体で曲管変位に追従している．
Fig. 5-17 継手伸び量および継手屈曲角度（Case3）
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Fig. 5-18 継手伸び量および継手屈曲角度（Case4）
Expansion amount and deflection angle of joints (Case4)
-15
-10
-5
0
5
10
15
J-5
L
J-4
L
J-3
L
J-2
L
J-1
L
J-1
R
J-2
R
J-3
R
J-4
R
J-5
R
0
20
40
60
80
100
120
Case4
離脱防止状態
初期値
(管布設時)
400 Gal
加振後
継手屈曲角度
継
手
伸
び
量
( m
m
)
継
手
屈
曲
角
度
(°
)　
曲
管
背
面
に
凸
方
向
を＋
第 5章  管基礎や管路構造の違いが管路挙動に与える影響
99 
（4）継手の挙動
Case3 と Case4 の 1 回目の加振（200Gal）を例として，曲管の水平変位と継手伸び量の
増分および継手屈曲角度の推移を Fig. 5-20 および Fig. 5-21 に示す．ここでの継手伸び量お
よび継手屈曲角度は，J-1Lと J-1R のように左右対称位置にある継手の値を平均し，J-1 と
して示している．
柔構造管路（Case3）では，継手伸び量は曲管近傍の J-1 よりも最終的に離脱した J-2 の
方が大きい．また，継手屈曲角度は曲管変位が小さいときは J-1 が背面側に凸方向に，J-2
は逆向きに屈曲している．曲管変位が 75 mm 以上になると J-1 はほぼ一定値を示し，その
影響を受けて J-2 の屈曲方向が反転する．この理由は，J-1 で過度に屈曲したことにより継
手の受口内面と挿し口外面が接触し，拘束された状況になったからであると考えられる．
この状態でさらに曲管変位が大きくなり，伸び出しを継続した J-2 で継手離脱が生じたも
のと推察される．
一方，鎖構造管路（Case4）では J-1 は曲管と一体化しているが，実験では継手ガタつき
程度の動きが見受けられる．継手伸び量は曲管変位の増加とともに J-2→J-3→J-4 と曲管に
近い側から順に動き出す傾向が認められる．曲管変位が小さいときは J-2 が背面側に，J-3
から J-5 は逆方向に屈曲している．曲管変位が 60 mm 以上になると J-3 の屈曲方向が反転
し，130 mm 以上になると J-4 の屈曲方向が反転し始める．このような挙動を繰り返し，曲
管に近い継手から外側に変形が波及して曲管変位に管路全体で追従するような挙動を示し
ている．
Fig. 5-19 継手離脱の状況（J-2L, J-2R）
 Situation of joints after the experiment (J-2L, J-2R) 
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Fig. 5-20 継手伸び量の推移（Case3,4；200 Gal）
Changes of joint expansion (Case3,4；200 Gal)
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Fig. 5-21 継手屈曲角度の推移（Case3,4；200 Gal）
Changes of joint deflection angle (Case3,4；200 Gal)
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実験終了後に管中心深さまで掘削した際の供試管の変形状況を Fig. 5-22および Fig. 5-23
に示す．
Fig. 5-22 実験後の状況（Case3, Case4）
Situation after the experiment (Case3, Case4) 
【Case3】
【Case4】
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Fig. 5-23 実験後の詳細状況（Case3, Case4）
Detailed situation after the experiment (Case3, Case4) 
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5.3.3 鎖構造管路の継手伸び量の違いによる影響
 鎖構造管路，砂基礎の Case1 では挿し口の初期位置を 20 mm に，Case4 では 0 mmに設
定した．つまり，両者の違いは継手可動範囲の伸び側が 2 倍になっていることである．こ
の 2 ケースを比較すると，200 Gal，30 秒加振後の曲管変位は Case1 が水平方向 119 mm，
鉛直方向 78 mm で合成変位として約 142 mm となり，すべての継手が離脱防止状態となっ
ているが，Case4 では水平方向 213 mm，鉛直方向 77 mmで合成変位として約 226 mm であ
り，離脱防止状態に至っていない継手が存在する．このように継手伸び量を大きく設定す
ることで管路に余裕を持たすことが可能となる．また，Case4 ではさらに 400 Gal で加振し，
最終的には水平方向 247 mm，鉛直方向 48 mm で合成変位として約 252 mmの曲管変位を
生じ，すべての継手が離脱防止状態となっている．すなわち，今回の実験結果からは継手
伸び量を 2 倍に設定することで，許容できる曲管変位が約 1.8 倍となっている．
5.3.4 管路変形モード
Fig. 5-1 に示した管路の片側について，変形前の曲管中心を原点，管軸方向を X 軸，管
軸直角方向を Y 軸とし，200 Gal および 400 Gal 加振後の継手位置をそれぞれプロットした
結果を Fig. 5-24 に示す．この継手位置は継手伸び量および継手屈曲角度を J-5 側から蓄積
し，曲管中心の移動量が実測値と合致するように角度誤差を補正して算出した．鎖構造管
路の Case1，Case2 は同じような変形モードを示し，継手可動範囲の伸び側を 2 倍に設定し
た Case4（200 Gal 加振後）は Case1 や Case2 と比べて大きな曲管変位に追従するため，曲
管から離れた継手にも比較的大きな変形が生じている．鎖構造管路では，いずれの場合も
管路全体が湾曲するような変形モードを示すのに対し，柔構造管路（Case3）は直線的であ
り，同程度の曲管変位を生じた Case3（200Gal）と Case4（200Gal）を比べると，J-2 や J-3
の管軸直角方向への移動量が小さく，J-1 の屈曲が顕著である．
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ここで，柔構造管路（Case3）の曲管継手の屈曲に着目し，模式的に Fig. 5-25 に示す．
曲管継手背面側の最大継手伸び量は，真直に抜け出す量 E1と屈曲による抜け出し量 E2の
和になり，それぞれ次式により求めることができる．
（5.1）
（5.2）
（5.3）
（5.4）
ここで，α：曲管が移動して伸びた管中心距離，D：管の外径，φ：継手屈曲角度，L：
曲管に接続された管の長さ，δ：曲管の移動量，θ：曲管角度である．曲管に接続された
管だけが屈曲し，曲管が移動して伸びた管中心距離αを，その管の両側の継手で等分に負
Fig. 5-24 管路変形モードの比較
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担すると仮定する．通常，D，L，θは既知であり，δが分かれば E1および E2を算出する
ことができる．
いま，実験と同様に，管の外径 D が 169 mm，曲管角度θが 45°，曲管の移動量δが 100 
mmの場合を考える．傾斜する管の長さを変化させた場合の曲管継手背面側の最大継手伸
び量を Table 5-3 に示す．今回の実験のように曲管に接続された管の長さが短い場合には屈
曲による抜け出し量 E2が卓越するが，管の長さが大きくなると曲管が同じ量だけ移動して
も継手屈曲角度は小さくなるため，斜距離の増加に伴って真直に抜け出す量 E1が支配的と
なる．Case3 の実験では前述したように過度な屈曲により J-1 が拘束され，J-2 で継手離脱
を生じたが，実際の配管で長さ 400 mmの管が使用されるケースは少なく，現実的には曲
管の継手（J-1）で離脱が生じることが多いと考えられる．
Fig. 5-25 屈曲した継手部
Flexion of joint 
Table 5-3 最大継手伸び量の計算結果
Calculated results of joint expansion 
項目
管の長さ 400 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
E 1 6.52 13.70 16.35 17.27 17.73 18.01
E 2 34.86 14.98 7.65 5.14 3.87 3.10
E 1+E 2 41.38 28.67 24.01 22.40 21.60 21.11
曲管の移動量100 mmの場合
(単位：mm)
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5.4 第 5 章のまとめ
本章では，液状化地盤内でスラスト力を受ける曲管部を含む継手構造管路を対象とし，
4 通りの条件を設定して呼び径 150 のダクタイル鉄管を使用した振動実験を実施し，曲管
部周辺の管路挙動を検証した．
その結果，以下のことが明らかになった．
（1） 鎖構造管路を用いて砂基礎と砕石基礎を比較した実験から，砕石基礎は砂基礎と比
べて管の沈下量が 1/4 程度に，継手屈曲角度が 2/3 程度に抑制されている点で効果
が認められる．しかし，曲管の水平変位が抑制されるとはいえず，地震の継続時間
が長ければ砂基礎の場合と同様にすべての継手が離脱防止状態になると推察でき
る．砕石基礎が液状化対策として有効であることはこれまでに発生した地震におい
ても検証されているが，周辺地盤全体が液状化するような条件においては，本実験
のように管周囲のみを砕石基礎とするだけの対策では不十分と考えられる．
（2） 柔構造管路と鎖構造管路を比較した実験から，柔構造管路ではスラストブロックと
砕石基礎を併用しても継手離脱が発生したのに対し，鎖構造管路では砂基礎であっ
ても継手離脱は生じていない．つまり，曲管が大きく変位するような条件では継手
離脱を防止するために曲管両側の数本の管を鎖構造継手にすることが有効といえ
る．
（3） 今回の実験条件では，鎖構造管路で継手可動範囲の伸び側を 2 倍にした場合，許容
できる曲管変位は 1.8 倍程度となった．つまり，鎖構造管路の継手伸び量を大きく
設定すれば，より大きな曲管変位にも対応できる．
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第6章 管路屈曲部の設計への展開
6.1 概説
日本水道協会（2009）の水道施設耐震工法指針・解説や日本ダクタイル鉄管協会（2012）
の技術資料では，側方流動や地盤沈下などにより管軸直角方向の地盤変状が発生した場合
に，鎖構造継手がその伸縮屈曲性能と離脱防止性能を発揮して地盤変状に追従するときの
変形状態は Fig. 6-1 のように模式化されており，変位吸収量 Hmax は式（6.1）により算出し
ている．
（6.1）
 ここで，Lp：管 1 本の長さ（ｍ），θ：継手 1 箇所あたりの最大屈曲角度（°）である．
この考え方は各継手が均等に屈曲し，管路全体が S 字状に変形して変位を吸収するとし
たものであり，継手の伸び出しは考慮されていない．しかしながら，本研究で対象とした
曲管変位に応じた管路の変形状態は，この変形モードとは異なる．その理由は，①曲管だ
けに荷重（スラスト力）が作用すること，②移動する曲管背面方向に対して曲管の屈曲角
度の 1/2 だけ傾斜しており，曲管変位の増加は継手の伸び出し（管路長の増加）を伴うこ
と，③液状化を考慮すると，管路背面に作用する抵抗土圧が非常に小さいことなどがあげ
Fig. 6-1 鎖構造管路の順応性
Flexibility of the earthquake resistant joint 
  tan2tan3tan3tan2tantanmax  pLH
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られる．本章では，これまで実施してきた実験および解析結果を踏まえ，曲管がスラスト
力を受けて水平変位するときの管路変形モードを模式化し，液状化時の管路の安全性向上
策ならびにその設計方法を提案する．
6.2 管路の許容変位量
6.2.1 管路変形モードの模式化
Table 4-1 に示した実験 No.2-b を例に，各ケースに共通する特徴的な挙動として Fig. 6-2
に示す．
これまでの実験および解析の結果を踏まえ，曲管変位の増加に伴う鎖構造管路屈曲部の
挙動は以下のようにまとめられる．
① 曲管継手（J-1）は拘束しているため，ほとんど動かない．
② 曲管継手から 2 本目（J-2）は離脱防止状態に至るまで背面側に屈曲する．
Fig. 6-2 鎖構造管路の変形モード
Deformation modes of the earthquake resistant joint 
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③ 曲管継手から 3 本目（J-3）は J-2 と逆方向に屈曲した後，反転して離脱防止状態ま
で伸び出す．
④ 曲管継手から 4 本目（J-4）は J-3 の屈曲が背面側に反転するのに伴って屈曲が増加
する．
⑤ 曲管継手から 5 本目（J-5）は J-4 と同方向に屈曲が増加する．
変形モードを段階的に模式化して Fig. 6-3 に示す．
 曲管変位の増加に伴い，曲管直近の継手は背面側に屈曲する（Step1）．その外側の継手
は 2 箇所が一旦，曲率内側へ屈曲（Step2）した後，伸び出して離脱防止状態となる動き（Step3）
を示し，順次外側の継手に波及（Step4, Step5）して曲管変位に追従する．
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Fig. 6-3 鎖構造管路の変形モード模式図
Schematic view of deformation modes of the earthquake resistant joint 
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6.2.2 許容変位量の算出
Fig. 6-3 で示した模式図より，鎖構造管路の使用本数から曲管の許容変位量を求める方
法を以下に示す．
【検討条件】
 曲管の片側に使用する鎖構造管路の本数を n とする．ここでは，管は Pipe1 から Pipe5
の 5 本の場合（n=5）を例として考える．
 変形前の管長を，Fig. 6-4 に示すようにそれぞれ L0 から L5 とし，変形後には継手伸び
が発生するため，それぞれ L’0 から L’5 になるとする．ただし，L0 は曲管の片側長さで
あるので変形せず，継手 J-1 は拘束しているので L1 も変化しない．
 継手 J-2 から J-5 は変形により，屈曲および伸びが発生する．通常，鎖構造管路の継手
部は直管長の±1%の伸縮が可能となっている．この直管長の+1%の伸び量（0.01×Ln）
から，屈曲による伸び量（D×sinφn÷2）を減じて残存する伸び可能量 En（Fig. 6-5
参照）を算出できる．
 変形後の J-1 から J-5 の継手屈曲角φn は Fig. 6-4 および Table 6-1 のように屈曲した状
態で，限界まで伸び切っているものと仮定する．
Fig. 6-4 曲管の許容変位量
Allowable displacement of a bend 
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管路が変形した後は，各継手は屈曲した状態で限界まで伸びが発生しているため，管長
も変化している．このとき，以下の式が成り立つ．
（6.2）
（6.3）
変形前に原点にあった曲管中心は変形後には（X0，Y0）まで移動するが，この点は必ず
式（6.4）上にある．ただし，θは曲管の屈曲角度である．
また，X0，Y0 はそれぞれ式（6.5）および式（6.6）により算出できる．ただし，計算上
Fig. 6-5 継手の屈曲状態
Situation of joint deflection 
Table 6-1 継手屈曲角φn
Joint deflection angle 
φ1 φ2 φ3 φ4 φ5 φ6
n=4 0 φ -φ /2 -φ /2 － －
n=5 0 φ 0 -φ /2 -φ/2 －
n=6 0 φ 0 0 -φ/2 -φ /2
nnn ELL 
nnn
DLE sin
2
01.0 
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φ0＝0 とする．
継手屈曲角φを変化させて式（6.4）を満足する X0，Y0 を求め，式（6.7）により曲管の
許容変位量δを算出する．
（6.4）
（6.5）
（6.6）
（6.7）
ここで，呼び径 300 から 1,000 NS 形ダクタイル鉄管（直管長 6,000 mm）の 45°および
90°曲管を例に，液状化時の曲管の許容変位量の計算した結果を Table 6-2 に示す．
 ダクタイル鉄管の鎖構造継手では，Fig. 6-6 に示すように伸び・縮み両方向の地盤ひずみ
が吸収できるように管長の±1％の伸縮が可能な状態で配管することを標準としている．こ
の±1％の伸縮を確保した場合の計算結果を Table 6-2 の伸び 1%の欄に示す．さらに，曲管
近傍では曲管の水平移動に伴う管路の伸びが問題となることから，継手の伸び出し可能な
寸法を最大限に活用し，接合時に鎖構造継手の伸縮余裕を＋2％／-0％，すなわち最も入り
込んだ状態とした場合の計算結果を Table 6-2 の伸び 2%の欄に示す．なお，伸び 2%で配管
した場合でも，実際には受口奥部と挿し口先端との間には継手が許容曲げ角度まで屈曲で
きるだけの隙間が空いた状態となる．
2
tan
xy 
  


 

1
0
1
0 0
0 cos
n
i
n
i
n
i
k
kii ELLX 
 
 

1
0 0
0 sin
n
i
i
k
kiLY 
2
0
2
0 YX 
116 
Table 6-2 許容変位量の計算結果（NS 形の場合）
Calculated results of allowable displacement of a bend 
※呼び径 300 から 1,000 の直管長は 6,000 mm である． 
単位：mm
伸び1% 伸び2% 伸び1% 伸び2% 伸び1% 伸び2%
300 417 805 576 1114 731 1418
350 412 796 571 1107 727 1410
400 407 788 567 1099 723 1403
450 403 779 563 1092 720 1397
500 398 771 559 1085 716 1390
600 389 755 551 1070 709 1376
700 381 740 544 1056 701 1363
800 373 725 536 1043 694 1350
900 365 711 529 1029 687 1337
1000 358 697 522 1017 681 1325
伸び1% 伸び2% 伸び1% 伸び2% 伸び1% 伸び2%
300 244 484 330 656 415 825
350 243 482 329 654 414 824
400 241 479 328 652 413 822
450 240 477 327 650 412 820
500 239 474 326 647 411 818
600 236 469 324 643 409 814
700 234 465 322 639 408 810
800 232 460 320 635 406 807
900 229 455 318 631 404 803
1000 227 451 316 627 402 799
呼び径
45°曲管
呼び径
90°曲管
n=4本 n=5本 n=6本
n=4本 n=5本 n=6本
Fig. 6-6 鎖構造継手の詳細
Details of the earthquake resistant joint 
直管長の+1％ 直管長の-1％ 直管長の+2％
伸び1％（通常の配管） 伸び2％配管
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大規模地震による農業用パイプラインの被害は，日本海中部地震以降，被災調査記録が
蓄積され，構造上の弱点箇所などが明らかになってきている．しかしながら，管路の変位
については地震前後の比較が難しいこともあり，計測事例が非常に少ない．このように曲
管の変位観測データは少ないが，毛利（1985，1994a，1994b），Mohri et al.（1995），安中
ら（1996）による既往の文献および 2.3 章で示した調査結果から，曲管変位を抜粋して Table 
6-3 示す．これらの結果から，液状化が生じたときの曲管変位は最大で 600 ～ 800 mm程
度，液状化が生じない場合は地盤剛性の低下等に伴って最大 400 mm 程度が観測されてい
る．
例えば，400 mm の曲管変位を想定する場合，通常通り継手の伸び 1％で配管したときの
必要本数は，Table 6-2 より，呼び径 300 から 1,000 の場合で，45°曲管では片側 5 本，90°
曲管では片側 6 本の鎖構造管路が必要となる．また，800 mm の曲管変位を想定する場合，
鎖構造管路の本数を増加するか，もしくは前述した本数で対応するとすれば継手の伸び
2％で配管しておく必要がある．
Table 6-3 過去の被災データによる曲管変位
Displacement of bend in the past earthquake 
文献名 地震名 管路名・対象 口径 屈曲角度（°）
水平変位
（mm) 液状化
塙川支線用水路
第2号スラストブロック 800 約53 400 無
浅内支線用水路
第5号スラストブロック 1200 約20.8 350 無
安中ら（1996）など 1993年北海道南西沖地震
真駒内第一幹線
第1号スラストブロック 1100 約55 600～800 有
2.3章の
調査結果
2011年
東北地方太平洋沖地震
矢吹北工区（その5）
IP.55スラストブロック近傍 1500 約17.3 780 有
毛利（1985) 1983年日本海中部地震
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6.3 設計手順
6.3.1 提案する配管
現状の配管と，提案する配管の例を Fig. 6-7 に示す．曲管の背面地盤や基礎材料が地震
動により剛性低下あるいは液状化すると，スラスト力に対する抵抗力が不足し，変位が生
じる．適切な範囲に配置した鎖構造管路が変位に追従することで安全性を確保できる．な
お，提案する配管は新設管路だけでなく既設管路の部分的な改修にも適用が可能であり，
適切な改修範囲を選定することで工事費を大幅に削減し，既設管路の耐震性を効率的に向
上させることができるものと考えられる．
Fig. 6-7 配管例
Examples of pipe laying 
スラスト
ブロック
継手離脱
漏水
継手離脱
漏水
スラスト力液状化【現状の配管】
【提案する配管】
既設管路（FRPM，DCIP-T）
（異種）継ぎ輪
平常時のスラスト対策
（剛構造継手） 耐震化範囲
（鎖構造継手）
柔構造
剛構造
鎖構造
離脱・漏水しない
耐震化範囲
（鎖構造継手）
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6.3.2 設計フロー
パイプラインの構造上の弱点である曲管部の耐震性を強化する設計においては，強震動
や液状化などの地盤変状に対して管路の安全性を確保するため，発生変位に追従して継手
離脱等が生じない鎖構造継手の範囲を検討する必要がある．その際の設計フローを Fig. 6-8
に示す．
 設計基準「パイプライン」に示された重要度区分や液状化判定の結果などを踏まえ，管
路に対して行う地震応答対策を検討するかどうか判断し，その必要がある場合には Fig. 6-8
の（1）～（3）の順に検討を行い，最後に費用対効果分析など経済性の観点からの検討な
どを踏まえて配管形態を決定する．
Fig. 6-8 設計フロー
Design flow 
start
計算条件の設定
(1)スラスト対策の検討
(2)曲管変位の検討
経済性・施工性の検証
終
Yes
No
▸平常時の必要拘束長
▸曲管前後1本を基本
▸軽量スラスト工法の要否
▸現地盤，埋戻し土の液状化の有無
▸背面側の掘削溝幅
(3)耐震化範囲の決定
地震応答対策を検討
（管路に対して行う対策）
▸変位追従に必要な鎖構造継手の本数
▸管路全体を耐震化の必要性
▸費用対効果
▸ LCC
▸重要度区分
利水施設規模，二次災害，復旧難易度
幹線用水路，集落内，重要道路下，
鉄道近傍など
▸ウィークポイント
屈曲部，構造物周辺，盛土など
▸地盤条件
軟弱地盤，砂質地盤，埋立て，盛土，斜面
埋戻し材料，地下水位など
▸液状化判定
▸地震・地すべり等の危険度マップ
Yes
No
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（1）スラスト対策の検討
 農業用パイプラインの曲管部には，屈曲角度，内圧および口径に応じたスラスト力が常
時作用する．そのため，曲管部の安定性を確保するために，スラスト対策を施す必要ある．
鎖構造管路の場合，設計基準「パイプライン」にも記載されているとおり，曲管前後の管
路を一体化させることでスラスト対策を施す．ここでは曲管前後 1 本の直管だけを一体化
することを標準とするが，曲管前後 1 本の直管では安全率が不足する場合には，継手の一
体化範囲を拡大するか，他の防護工法を併用する．なお，地震時に沈下等の影響が懸念さ
れるスラストブロックは避け，ソイルセメント基礎や砕石とジオグリッドを用いた軽量ス
ラスト防護工法などを併用することが望ましいと考える．
（2）曲管変位の検討
 強震時には曲管背面地盤の剛性低下や液状化に伴い，曲管部に作用するスラスト力に対
する抵抗力が減少する．このことにより生じる曲管変位は，①Table 6-3 に示したような過
去の被災データを参考として設定する方法，②現地盤が液状化しないと想定され，埋戻し
材料が液状化しても掘削溝幅が変位上限になると考えて設定する方法，③曲管背面地盤の
液状化による剛性低下などを考慮した数値解析により設定する方法などが考えられる．そ
れらを踏まえ，安全性照査のための目標値を設定する．
（3）耐震化範囲の決定
6.2 で示した計算または Table 6-2 に示した計算結果から，曲管変位に追従可能な鎖構造
管路の使用本数を求め，耐震化範囲を決定する．
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6.4 第 6 章のまとめ
 本章では，これまで述べてきた実験結果ならびに解析結果を踏まえて，液状化地盤にお
ける管路屈曲部の変形モードを模式化することにより，配管形態と許容変位量の関係を定
式化し，設計実務に適用可能な設計方法を提案した．
 実際の地震時に生じる曲管変位は，これまでの被災データから判断すると地盤液状化時
でも最大 800 mm 程度と考えられる．このとき，例えば，呼び径 300 から 1,000 NS 形ダク
タイル鉄管の場合で，45°曲管を想定すると，曲管の両側に 5 本の鎖構造管路（伸び 2%
で配管）を配置しておけば，この変位を吸収することが可能であり，地震時にも安定した
水供給を行うことができる．
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第7章 結論
我が国では，国土の特性として今後も地震をはじめ多くの自然災害の発生が予想される
が，その際の被害状況はそれを受ける我々の準備の仕方によって大きく異なるものになる
と考えられる．大規模地震の発生の度に甚大な被害を受け，その都度，長期間にわたる復
旧作業を強いられる事後対策の繰返しから脱却するために，過去の災害から得られた教訓
を踏まえ，あらかじめ災害に強いパイプラインを構築しておくことが重要である．
 農業用パイプラインは老朽化が進行しており，更新等の対策が必要な時期を迎えつつあ
る．パイプラインの老朽化は突発的な漏水事故の発生や流下能力の低下を招くだけではな
く，近年頻発する大規模地震や気候変動に伴う自然災害に対するリスクの増大も伴う．し
たがって，今後の管路構築もしくは布設替えにあたっては，平常時ならびに地震時にも不
具合発生率の低いものを用いるべきであり，それが結果として施設の長寿命化やライフサ
イクルコストの低減に結びつくものと考えられる．
また，既往の研究から，地震時には屈曲部や構造物周辺がパイプラインの構造上の弱点
となることや，地盤に液状化が発生すると被害が急増することが明らかにされている．設
計基準「パイプライン」では，液状化などの地盤変状に対する地震応答対策として「埋戻
し土」，「現地盤」，「管路」に施す対策が各々記載されているが，その対策を施す具体的な
条件や範囲が明確ではなく，設計実務に展開することが難しい．そのため，今後も発生す
る大規模地震に対して，被害を軽減するための有効な手法が求められている．
そこで，本研究では，より合理的な管種選定手法を確立していくために必要と思われる
平常時の管種別事故発生頻度に関するデータを蓄積すること，ならびに液状化地盤に埋設
された管路の挙動を把握することを目的として，パイプラインの被害分析を行った．また，
液状化対策という観点から，従来から一部で実施されている砕石やセメント系改良土のよ
うな強度の高い埋戻し材料の使用だけではなく，伸縮可とう性が大きく，離脱防止機構を
有する鎖構造継手を屈曲部などの弱点箇所周辺に採用することにより高い耐震性を確保し
たパイプラインを構築することで大規模地震発生時の被害軽減と復旧費用の低減に大きく
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貢献する方法ならびにその設計手法について論述した．各章で得られた結論を以下に要約
する．
7.1 第 2 章について
 第 2 章では，パイプラインの平常時に発生する事故実態を調査し，事故発生頻度につい
て管種，口径，経過年数の観点から整理分析を行った．また，液状化地盤に埋設された管
路の設計手法を検討するための基礎データを収集するために，地震時の屈曲部周辺の管路
移動量などに関する分析を行った．本章で得られた結論は以下のとおりである．
（1）平常時
・ 本調査地区内では，ダクタイル鉄管や鋼管の事故は発生しておらず，これらの管種は
相対的に事故発生頻度が低い．一方，本調査の終了時点で強化プラスチック複合管の
事故発生頻度は，プレストレストコンクリート管と同等で，石綿管と比べてやや大き
い．
・ 口径による事故の起こり易さは，強化プラスチック複合管の口径 1,200 mm などが高い
事故率を示したが，本調査地区内では一定の傾向を得るには至らなかった．
・ 経過年数による事故の起こり易さは，20 年程度以上経過している強化プラスチック複
合管の事故率が比較的高い傾向を示した．
以上のように，平常時に発生する管種毎の事故発生頻度には差異が認められることから，
今後の管種選定にあたっては初期の建設コストだけではなく，平常時に発生する漏水事故
に対する費用等も考慮していくべきであると考えられる．ただし，本調査で示したデータ
は地区が限定されたものであり，他地区でも同様の事故実態調査を実施するなどデータ数
を増加させ，管種毎の事故発生頻度に関する信頼性を向上させていく必要がある．
（2）地震時
・ 被災件数の半数以上が異形管などの構造物周辺で発生しており，液状化を生じた場合
でも構造物や屈曲部などの異形管周辺に被害が集中する傾向が認められた．
・ 表層地盤分類による耐震上の危険度と管路被害には相関が認められなかったが，継手
離脱箇所や管路に大きな変位が生じている箇所は，地下水位が比較的高く，地震時の
応答振幅が増大する基盤層が深い場所で発生していることが確認できた．
・ 管路の水平移動量および継手間隔ともに，異形管などの構造物に近いほど大きな値と
なる傾向が認められた．管路の水平移動量の最大値は 0.78 m であり，継手間隔は農林
第 7章  結論
125 
水産省が定めた規格値を越えるものは異形管などの構造物からの離隔本数が 5 本以内
で多い傾向が認められた．
大規模地震における農業用パイプラインの被害は被災調査記録が蓄積され，構造上の弱
点箇所などが明らかになってきているものの，管路の変位量については地震前後の比較が
難しいこともあり，計測事例が少ない．このため，東北地方太平沖地震で被災した管路の
移動量や継手抜け出し量の実績は貴重なデータであり，液状化地盤におけるパイプライン
の対策範囲検討の目安となる．
7.2 第 3 章について
第 3 章では，液状化程度の異なる地盤における管の水平移動時の力学的挙動を解明する
ため，上向き浸透流を利用して液状化を模擬した地盤において，円形および矩形断面の模
型管を対象に水平載荷実験を実施した．本章で得られた結論は以下のとおりである．
・ 管に一定荷重を負荷した実験では，管の水平変位は断面形状に関わらず載荷荷重の大
きいものの方がより小さな過剰間隙水圧比で動き出す傾向が認められ，過剰間隙水圧
比が 1.0 前後で大きな変位量を生じた．また，管の移動速度は 0.4 mm/s 以下が大半で，
最大でも 0.75 mm/s であった．過剰間隙水圧比が 1.0 のときに，管に作用する有効土圧
は受働側および主働側ともに概ね 0 の状態であった．
・ 管に一定速度を負荷した実験では，管の水平抵抗力は管の移動速度が 0.1から 1.0 mm/s
の範囲では移動速度よりも過剰間隙水圧比の影響を強く受け，過剰間隙水圧比の上昇
に伴い，大きく減少した．また，管の水平抵抗力の円形 /矩形の比率は，過剰間隙水圧
比が 0.0 のときに 84％で，1.0 のときに 57％であった．
・ 液状化時（過剰間隙水圧比：1.0）の水平方向地盤反力係数は，飽和時（過剰間隙水圧
比：0.0）の 1/7 から 1/8 に低下した．
7.3 第 4 章について
第 4 章では，液状化を模擬した地盤中で屈曲部を含む継手構造管路を対象とした水平載
荷実験と梁ばねモデルによる数値解析を実施し，継手構造管路の挙動メカニズムを解明し
た．本章で得られた結論は以下のとおりである．
・ 曲管に一定荷重を負荷した実験では，曲管の水平変位は載荷荷重の増大に伴って大き
くなり，変位が急増する過剰間隙水圧比は載荷荷重が大きいほど小さくなる．また，
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管路構造（鎖構造と柔構造）の違いによる曲管の水平変位量に差異は認められない．
・ 曲管に一定速度の負荷を与えた実験では，管路の水平抵抗力は過剰間隙水圧比の上昇
とともに低下する．また，過剰間隙水圧比 0.5 の実験では，周辺地盤が砂の条件で管
基礎を砂から砕石に置き換えても水平抵抗力の差異は認められない．
・ 管路の挙動は，管路構造の違いによらず，曲管変位に伴って曲管に最も近く移動可能
な継手から順に動き始める傾向が認められる．曲管変位が小さいときは曲管から最も
近い移動可能な継手のみが曲管背面に凸方向に屈曲し，それに隣接する継手は逆方向
に屈曲する．
・ さらに曲管の変位が大きくなると，鎖構造管路では曲管に最も近い移動可能な継手が
拘束され，その影響を受けてひとつ外側の継手の屈曲方向が反転し，それが順に曲管
から遠い方向へと波及して管路全体で曲管変位に追従するような挙動を示す．一方，
柔構造管路では，曲管変位が大きくなると，継手離脱を生じてしまう．
・ 地盤ばねを液状化を想定した値に設定し，梁ばねモデルによる非線形弾性解析を行う
ことで，鎖構造管路の挙動を概ね再現できる．
7.4 第 5 章について
第 5章では，液状化地盤内でスラスト力を受ける曲管部を含む継手構造管路を対象とし，
4 通りの条件を設定して呼び径 150 のダクタイル鉄管を使用した振動実験を実施し，曲管
部周辺の管路挙動に関して，管基礎や管路構造の違いによる影響を検証した．
本章で得られた結論は以下のとおりである．
・ 鎖構造管路を用いて砂基礎と砕石基礎を比較した実験から，砕石基礎は砂基礎と比べ
て管の沈下量が 1/4 程度に，継手屈曲角度が 2/3 程度に抑制されている点で効果が認め
られる．しかし，曲管の水平変位が抑制されるとはいえず，地震の継続時間が長けれ
ば砂基礎の場合と同様にすべての継手が離脱防止状態になると推察できる．砕石基礎
が液状化対策として有効であることはこれまでに発生した地震においても検証されて
いるが，周辺地盤全体が液状化するような条件においては，本実験のように管周囲の
みを砕石基礎とするだけの対策では不十分と考えられる．
・ 柔構造管路と鎖構造管路を比較した実験から，柔構造管路ではスラストブロックと砕
石基礎を併用しても継手離脱が発生したのに対し，鎖構造管路では砂基礎であっても
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継手離脱は生じていない．つまり，曲管が大きく変位するような条件では継手離脱を
防止するために曲管両側の数本の管を鎖構造継手にすることが有効といえる．
・ 今回の実験条件では，鎖構造管路で継手可動範囲の伸び側を 2 倍にした場合，許容で
きる曲管変位は 1.8 倍程度となった．つまり，鎖構造管路の継手伸び量を大きく設定
すれば，より大きな曲管変位にも対応できる．
7.5 第 6 章について
 第 6 章では，第 3 章から第 5 章で述べた実験結果ならびに解析結果を踏まえて，液状化
地盤における管路屈曲部の変形モードを模式化することにより，鎖構造管路の配管形態と
許容変位量の関係を定式化し，設計実務に適用可能な設計方法を提案した．
 実際の地震時に生じる曲管変位は，これまでの被災データなどから判断すると地盤液状
化時でも最大 800 mm 程度と考えられる．このとき，例えば，呼び径 300 から 1,000 NS 形
ダクタイル鉄管の場合で，45°曲管を想定すると，曲管の両側に 5 本の鎖構造管路（伸び
2%で配管）を配置しておけば，この変位を吸収することが可能である．
なお，本章で示した方法は新設管路だけではなく，既設管路屈曲部の部分的な改修にも
適用可能であり，適切な改修範囲を選定することで工事費を削減し，既存施設の耐震性を
効率的に向上させることができるものと考える．
以上が本論文で得られた結論である．
なお，本論文では屈曲部を対象とした実験および解析を中心に論述したため，構造物周
辺や分岐部での詳細な検討は行えていない．しかしながら，当該箇所での想定変位を適切
に設定すれば，6.2.2 で示した計算と同様の方法により曲管の屈曲角度θを 0 として検討
することで，鎖構造管路の使用範囲を決定することが可能と考えられる．
また，管路の浮上や沈下という現象は，管路と地盤材料の比重の違いなどによって生じ
るため，管路のどの箇所でも発生する可能性がある．したがって，地盤急変部などのあら
かじめ大きな変位の発生が予期される箇所以外では，部分的に鎖構造管路を使用しても十
分な効果は期待できない．そのため，砕石埋戻しなどの対策を主とし，特に重要度の高い
路線ではその区間全体を鎖構造管路とすることも考えるべきであろう．
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付録 1 液状化に関する設計基準類における規定の概要
道路土工
軟弱地盤対策工指針
昭和61年11月
日本道路協会 道路盛土 0.07～0.18 －
共同溝設計指針 昭和61年3月日本道路協会 共同溝 0.095～0.18 －
高圧ガス導管液状化
耐震設計指針
平成13年12月
日本ガス協会 高圧ガス導管 －
海溝型地震：0.12～0.40
内陸型地震：0.24～0.80
高圧ガス設備等耐震設計指針
（レベル1耐震性能評価）
平成9年11月
高圧ガス保安協会
高圧ガス設備
0.07～0.30 －
高圧ガス設備等耐震設計指針
（レベル2耐震性能評価）
平成12年7月
高圧ガス保安協会 － 0.24～0.60
鉄道構造物等設計標準
・同解説（耐震設計）
平成11年10月
鉄道総合技術研究所 鉄道構造物 地表面最大加速度：～150Gal
地盤の応答解析
485～975Gal（内陸型地震）
257～458Gal（海洋型地震）
港湾の施設の技術上の
基準・同解説
平成11年4月
日本港湾協会 港湾施設
地震応答解析
再現期問75年の基盤加速度
の期待値：100～350Ga1 再現期間数百年の期待地震動
平成24年3月
日本道路協会 道路橋
Ⅰ種地盤：0.12c z
Ⅱ種地盤：0.15c z
Ⅲ種地盤：0.18c z
道路橋示方書　Ⅴ耐震設計編
平成14年3月
日本道路協会 道路橋 －
下水道施設の耐震対策指針
と解説
平成9年8月
日本下水道協会 下水道施設
レベル1のF Lが必要な場合
0.15c z
タイプⅡ
Ⅰ種地盤：0.8cz
Ⅱ種地盤：0.7cz
Ⅲ種地盤：0.6cz
平成18年8月
日本下水道協会 下水道施設
レベル1のF Lが必要な場合
0.15c z
タイプⅡ
Ⅰ種地盤：0.8cz
Ⅱ種地盤：0.7cz
Ⅲ種地盤：0.6cz
水道施設耐震工法指針・解説
（Ⅰ総論／Ⅱ各論）
Ⅰ：平成21年1月
Ⅱ：平成21年7月
日本水道協会
水道施設
(地中構造物)
Ⅰ種地盤：0.16c z
Ⅱ種地盤：0.20c z
Ⅲ種地盤：0.24c z
Ⅰ種地盤：0.60～0.70
Ⅱ種地盤：0.70～0.80
Ⅲ種地盤：0.40～0.60
杭基礎
（橋梁） 重要度AA、A、B
AA、A
タイプⅠ・Ⅱ
水道施設耐震工法指針・解説 平成9年3月日本水道協会
水道施設
(地中構造物)
Ⅰ種地盤：0.16c z
Ⅱ種地盤：0.20c z
Ⅲ種地盤：0.24c z
Ⅰ種地盤：0.60～0.70
Ⅱ種地盤：0.70～0.80
Ⅲ種地盤：0.40～0.60
土地改良施設　耐震設計の手引き
平成16年3月
農林水産省
農村振興局整備部
設計課
パイプライン 重要度A、B、C 重要度A、BタイプⅡ
土地改良事業計画設計基準
及び運用・解説
設計「パイプライン」
平成21年3月
農林水産省
農村振興局整備部
設計課
パイプライン 0.15c z
(重要度 A、B)
タイプⅡ(重要度 A)
Ⅲ種地盤：0.6c z
Ⅰ種地盤：0.8c z
Ⅱ種地盤：0.7c z
ため池等 重要度A、B、C －
杭基礎
（ポンプ場） 重要度A、B タイプⅡ
基準類名 制定年月 対象構造物 地震動/設計水平震度機関名 レベル1 レベル2
地盤種別 タイプⅠ タイプⅡ
Ⅰ種 0.30 c z 0.80 c z
Ⅱ種 0.35 c z 0.70 c z
Ⅲ種 0.40 c z 0.60 c z
地盤種別 タイプⅠ タイプⅡ
Ⅰ種 0.50 c z 0.80 c z
Ⅱ種 0.45 c z 0.70 c z
Ⅲ種 0.40 c z 0.60 c z
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－ －
－ －
限界N値法（←F L：道示S55
版） 過剰間隙水圧比 －
・導管の支持状況
・液状化層厚の
5％（内陸型地震/
海溝型地震）
F L法（道示S55版） ・過剰間隙水圧比（Lu）・浮き上がりに対する安全率（F） －
P L法（←F L：道示H8版） －
・傾斜地盤（q≧1％）
・護岸（H≧5m）から100mの範囲の
背後地盤
・水平変位≦3m→管軸方向or管
軸直角方向の地盤拘束力
・水平変位→管軸方向or管軸直
角方向の地盤拘束力
盛土沈下量
F L法（道示H8版/震度は別） 土質定数の低減（道示H8版） － － －
F L法（道示H8版/震度は別） 土質定数の低減（道示H8版） 護岸背後地盤（護岸水深5m以上/100m以内） 水平移動量
過剰間隙水圧の消
散に伴う沈下＋護
岸の前方移動に伴
う沈下
・液状化抵抗率：FL法
(液状化の範囲、程度の目安)
・液状化指数：PL法
・土質諸定数の低減係数（D E）
・付加慣性力
・過剰間隙水圧比
・浮き上がり安全率
・水際線背後地盤
・傾斜地盤
地盤変位量→（液状化層の地盤
ばね）→側方流動力
等価N値～等価加速度 （地盤改良などの対策） － － －
－
液状化に対する抵抗率：FL法 土質定数の低減（D E）
・臨海部（高低差5 m以上、100m以
内）（河川部準用）
・液状化すると判定される層厚5 m
以上の土層が、水際線から水平方向
に連続して存在する地盤
流動力 －
液状化に対する抵抗率：FL法 土質定数の低減（D E）
・臨海部（高低差5 m以上、100m以
内）（河川部準用）
・液状化すると判定される層厚5 m
以上の土層が、水際線から水平方向
に連続して存在する地盤
流動力
－
液状化に対する抵抗率：FL法
（道示H8版）
土質定数の低減（レベル2のFLを基
準として定める）
浮上の検討
・護岸近傍（100m以内）
・護岸の内陸（100m以上）
・人工改変地の傾斜地盤
・地盤の永久ひずみ（引張り）
・側方流動圧 液状化層厚の5％
液状化に対する抵抗率：FL法
（道示H14版）
土質定数の低減（レベル2のFLを基
準として定める）
浮上の検討
・護岸近傍（100m以内）
・護岸の内陸（100m以上）
・人工改変地の傾斜地盤
・地盤の永久ひずみ（引張り）
・側方流動圧 液状化層厚の5％
液状化に対する抵抗率：FL法 土質定数の低減浮上の検討
・護岸近傍域（100m以内）
・埋立て地/河川流域の内陸部（100m
以上）
・傾斜地・傾斜人工改変地盤
・地盤の引張ひずみ/変位
・地盤の圧縮ひずみ/変位
・側方流動による外力
・傾斜地の地盤ひずみ
・水道施設耐震工法指針（H9）
・土地改良事業計画設計基準 設計・ポンプ場（H9）
・道路橋示方書V耐震設計編（H14）
・土地改良事業計画設計基準 設計・ポンプ場（H9）
液状化抵抗係数：FL法（Rは
建築1988版/震度は別）
地盤反力係数の低減（建築1988版）
・構造物周辺土砂の飽和単位体積重
量
・浮き上がり安全率（Fu）
・護岸近傍域（100m以内）
・埋立て地/河川流域の内陸部（100m
以上）
・傾斜地
・地盤の引張りひずみ/変位
・地盤の圧縮ひずみ/変位
・側方流動による外力（道示H8
版）
－
土質定数の低減
・水道施設耐震工法指針（H9）
・護岸近傍域（100m以内）
・埋立て地/河川流域の内陸部（100m
以上）
・傾斜地
・地盤の引張ひずみ/変位
・地盤の圧縮ひずみ/変位 －
液状化に対する抵抗率：FL法
限界N値法
液状化に対する抵抗率：FL法
限界N値法
・水道施設耐震工法指針（H9）
・土地改良事業計画設計基準　設計・パイプライン（H10）
・土地改良事業計画設計指針 ため池（H12）
液状化 地盤流動/側方流動 地盤沈下
判定法 影響の考慮事項 対象地点 設計要因 考慮事項
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付録 2 継手構造管路の分類
（A） 
柔構造継手 
T 形や K 形ダクタイル鉄管，FRPM
管，PVC 管など，農業用パイプライ
ンとして一般的に使用されている継
手である．継手部は伸縮性，屈曲性を
有しており，地盤の動きに追従する
が，限界伸び量を超えると継手離脱が
生じる．
（B） 
鎖構造継手 
NS 形や GX 形ダクタイル鉄管など，
伸縮性，屈曲性に加えて離脱防止機構
を有する耐震継手である．継手部は管
長の±1％伸縮可能で，3D kN（D：呼
び径 mm）の離脱防止性能を有する．
これまでの地震において被害はなく，
高い耐震性を有している．
（C） 
剛構造継手 
 伸縮も屈曲もしない継手である．鎖
構造管路の異形管継手は必ず剛構造
継手であり，前後の直管と一体化して
スラスト力に抵抗する．スラスト抵抗
力が不足する場合は剛構造継手を増
やして一体化範囲を拡大する．
継手部の 
変位と荷重 
の関係 
【T 形ダクタイル鉄管】
【NS 形ダクタイル鉄管】
（φ500～1000 の例）
【NS 形ダクタイル鉄管】
（φ500～1000 の例）
A
B
C
変位 （＋）
（－）
（＋）
（－）
荷
重
C
B
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